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Ⅰ　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科の現況及び特徴・目的
１．現　況

（１）研究科名　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科

（２）所 在 地　岐阜県岐阜市

（３）研究科の構成

　　　創薬科学専攻：生命分子科学研究領域・システム生命工学研究領域

　　　医療情報学専攻：生命情報研究領域・生体制御研究領域

　　　連携機関：アステラス製薬株式会社・独立法人産業技術総合研究所

（４）学生数及び教員数（平成21年５月１日現在）

　　　学　生　数：26人

　　　専任教員数：23人

２．特徴・目的
近年、急速に新興している新型感染症や免疫・アレルギー疾患の台頭、高齢化社会に伴う様々な生活習慣病に対する予防医学や健康問題への対応が国家的課題である。一方、医療現場では医薬品に関係する事故や後発医薬品を含む新規医薬品の臨床への導入による新たな医薬品の副作用の問題が生じている。さらには、ポストゲノム時代の今日の社会ニーズは「万人にある程度効く治療」から「安全で有効な個別化治療（テーラーメイド治療）」に移りつつある。

これらの課題に対処するためには、既存の経験則や無作為抽出による選別手法（ランダマイズドスクリーニング）を中心とした、構造活性相関に基づく医薬品開発、万人向けの画一的薬物治療や医薬品管理の方法では、患者中心の医療を行うには限界がある。従って、ナノバイオテクノロジーなどの最新のテクノロジーに基づく新薬の開発手法や精度の高い疾病診断法、新たな疾病予防法及び安全で有効な薬物治療法の確立に向けた高度な教育研究の推進が不可欠であり、この分野の人材の養成は急務である。
これらの国家的課題へ取組むためには、「創薬」をキーワードとし、広義の医療情報を媒体として工学、薬学、医学など多くの学問領域の横断的な研究を推進する必要がある。しかし、本学の学部構成や細分化された研究の継続のみでは教育研究、人材養成ともに期待することができない。

このため、工学部、医学部を有する本学を基幹大学として、薬学部を有する岐阜薬科大学を参加大学とする後期３年のみの博士課程の連合大学院を設置する。

このことにより、本研究科では、双方の大学が有する最先端の研究事例や蓄積された実績を基に、「創薬」の分野を生体データや代謝情報、患者情報など、広義の「医療情報」の解析を通して、解明、創造(開発)、検証、応用に展開できる高度な教育研究を行い、21世紀の医療を担う高度な専門性と柔軟な発想を有する創薬研究者、創薬技術者、医療スタッフ、医療行政担当者など、最先端の高度化した領域で働く研究者と高度職業人の養成を目的としている。

Ⅱ　基準ごとの自己評価
Ａ．教育
基準１：教育の目的

１－１　目的（教育活動を行うに当たっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な成果等）が明確に定められており、その内容が、学校教育法に規定された、大学一般に求められる目的に適合するものであること。

１－２　目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。

（１）観点ごとの分析

　観点１－１－１：　目的として、教育活動を行うに当たっての基本的な方針や、養成しようとする人材像を含めた、達成しようとする基本的な成果等が、明確に定められているか。

【観点に係る状況】

　本学は、岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科における教育その他必要な事項に関する大学院連合

創薬医療情報研究科規程を制定しており、その中で教育活動を行うにあたっての基本的な方針が示され

ている。（資料A-1-1）。

資料A-1-1　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科規程における本研究科の目的

	　（教育研究上の目的）
第２条　本研究科は、創薬をテーマとし先進的な生物・生命科学を基本とした学際領域の教育研究を行い、高度な専門性と先見性、柔軟な発想を有し、21世紀の医療、医学、生命科学を担う最先端の領域で活躍できる人材の育成を目的とする。


　また、平成19年４月に発足した際に定めた本研究科憲章において、教育の成果に関する目標を達成するための措置として、育成する人材像が示されている。（資料A-1-2）

資料A-1-2　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科憲章より
	本研究科は、多様化する国家的課題や社会ニーズにフレキシブルに対応できる人材を養成するため、創薬をテーマとし、それを取り巻く医療情報を媒体とした教育研究体系を確立することを設置理念とする。具体的には、創薬というテーマの下に岐阜大学と岐阜薬科大学及び連携機関が連合・連携し、異なる専門分野の教員による連合組織を編成することにより、相互の優れた研究業績や知識、情報の共有を基盤とする教育体系を構築する。これにより、国際的にも水準の高い先端的な生体分子化学、生体制御、生体応答、生物学的創薬、薬効情報、患者情報などを基盤とする創薬科学及び医療情報学を中心とする教育研究を展開し、高度な専門性と先見性、柔軟な発想を有する最先端な領域で活躍できる人材の育成を目指すとともに、創薬医療情報に関わる研究成果を蓄積し、それらを発信する。
１．２大学及び連携機関による連合・連携効果を教育・研究に十分活かすよう努める｡ 

２．自らが解明、創造、検証、応用に展開できる人材を育成することを目指す。 

３．倫理観に富んだ高度専門職業人及び研究者を養成することを目指す｡ 

４．創薬に関する高度な専門的知識の蓄積と研究の推進を図る。 

５．安全･安心な医療を提供するために必要となる高度な専門的知識の蓄積と研究の推進を図る。 

６．地域貢献に意欲が持てる学生の教育を実践する。 

７．国際的に活躍できる人材の育成を目指す。 

８．社会人及び外国人留学生の受け入れを推進する。 


【分析結果とその根拠理由】

　連合創薬医療情報研究科規程、連合創薬医療情報研究科憲章に示す通り、教育活動を行うにあたっての基本的な方針や要聖しようとする人材像が明確に示されている。

　観点１－１－２：　目的が、学校教育法第65条に規定された、大学院一般に求められる目的から外れるものでないか。
【観点に係る状況】

　資料A-1-1、A-1-2に示したように、本研究科の目的は、学校教育法第65条「大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめて、文化の進展に寄与することを目的とする。」の求めているところと合致している。

【分析結果とその根拠理由】

　本学が制定している連合創薬医療情報研究科規程及び連合創薬医療情報研究科憲章で示されている本研究科の目的は、学校教育法第65条に規定された、大学一般に求められる目的に合致している。

　観点１－２－１：　目的が、大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。
【観点に係る状況】

　教育の目的が記載されている資料A-1-1「連合創薬医療情報研究科規程」は、「岐阜大学規則集第２編　学部等　第９章　大学院連合創薬医療情報研究科　大学院連合創薬医療情報研究科規程」として、Webページ（URL A-1-1）に掲載されているとともに、教育の目的が記載されている部分のみを抜粋して、本研究科のWebページ（URL A-1-1-2）に掲載されている。

　　URL A-1-1  http://ds2.jim.gifu-u.ac.jp/docushare/dsweb/Get/Document-7146
　　URL A-1-1-2  http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/03outline/03_01.html
　さらに、資料A-1-2「連合創薬医療情報研究科憲章」は、平成19年６月19日の連合創薬医療情報研究科委員会において承認されているとともに、本研究科のWebページ(URL A-1-2)に掲載されている。

　　URL A-1-2  http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/01charter/index.html
　また、学生を対象とした周知としては、学生に配付する連合創薬医療情報研究科「大学院便覧」（別添資料1）において、各種規程及び資料の１つとして、連合創薬医療情報研究科規程を添付掲載している（連合創薬医療情報研究科「大学院便覧」p.2-1）。

【分析結果とその根拠理由】

　連合創薬医療情報研究科規程に記述されている本研究科の教育目的は、インターネット上のホームページ、学生便覧に掲載されており、大学の構成員（教職員及び学生）に広く公表されている。

　観点１－２－２：　目的が、社会に広く公表されているか。
【観点に係る状況】

　資料A-1-1「連合創薬医療情報研究科規程」の中における教育の目的が記載されている部分の抜粋は、観点１－２－１に記載した本研究科のWebページ（URL A-1-1-2）により社会に公表されている。

　また、大学院連合創薬医療情報研究科学生募集要項に記載されているアドミッション・ポリシーには、資料A-1-3に示す教育目標及び求める学生像が掲げられており、募集要項はWebページ（URL A-1-3）でも公開されている。

資料A-1-3　連合創薬医療情報研究科のアドミッション・ポリシー

	■教育研究上の目的

本研究科は、創薬をテーマとし先進的な生物・生命科学を基本とした学際領域の教育研究を行い、高度な専門性と先見性、柔軟な発想を有し、21世紀の医療、医学、生命科学を担う最先端の領域で活躍できる人材の育成を目的とする。

■求める学生像

・創薬に関する高度な専門的知識の修得と専門的研究の推進に対して高い意欲を持つ人。
・安全・安心な医療を提供するために必要となる高度専門知識の修得と研究の推進に対して高い意欲を持つ人。 

・個別化医療を展開するために必要となる実践的な研究領域を開拓しようとする高い意欲を持つ人。


　　URL A-1-3  http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/05admission/05_05.html
【分析結果とその根拠理由】

　連合創薬医療情報研究科規程に記述されている本研究科の教育目的はインターネット上で公開されており、また、募集要項に記載のアドミッション・ポリシーにおいても教育目標が示されており、研究科の教育目的が社会に広く公表されている。

（２）優れた点及び改善を要する点
【優れた点】

　本研究科の目的は、学則中の連合創薬医療情報研究科規程、連合創薬医療情報研究科中期計画、学生便覧等、種々の文書で明記され、教職員や学生などの大学構成員に周知されているとともに、Webサイトを通じて広く社会にも公表されている。

【改善を要する点】

　特になし。

（３）基準１の自己評価の概要
　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科の目的は、学則の連合創薬医療情報研究科規程において、「本研究科は，創薬をテーマとし先進的な生物・生命科学を基本とした学際領域の教育研究を行い，高度な専門性と先見性，柔軟な発想を有し，21世紀の医療，医学，生命科学を担う最先端の領域で活躍できる人材の育成を目的とする。」と、明記されている。また、アドミッション・ポリシーにおいては、「創薬」をテーマとして、自らが解明，創造(開発)，検証，応用に展開できる人材となり，人類の健康増進と生命・健康科学領域の発展に寄与できる倫理観に富んだ高度専門職業人及び研究者を養成することを掲げている。

　以上、本研究科の教育目的は、大学院の教育目的として適切であり、また、この目的は学生や教職員などの大学院の構成員に周知されているとともに、インターネットを通じて広く社会にも公表されている。

基準２：教育の実施体制
２－１　研究科の教育に係る基本的な組織構成が、目的に照らして適切なものであること。
２－２　教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され、機能していること。

（１）観点ごとの分析

　観点２－１－１：　専攻の構成及び専攻内における研究領域（講座）が、大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。
【観点に係る状況】

　本学は、岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科における教育その他必要な事項に関する連合創薬医療情報研究科規程を制定しており、その中で本研究科の専攻構成について定めている。（資料A-2-1）また、本研究科の運営を円滑に行うために、連合創薬医療情報研究科運営組織規程を制定しており、その中で両専攻内に研究領域（講座）の構成について定めている。（資料A-2-1-2）
資料A-2-1　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科規程より
	　（研究科の専攻）
第３条　本研究科に、創薬科学専攻及び医療情報学専攻を置く。


資料A-2-1-2　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科運営組織規程より
	　（研究領域長）
第４条　専攻に次の研究領域（講座）を置き、各研究領域（講座）に研究領域長を置く。
　　創薬科学専攻　：生命分子科学研究領域（講座）、システム生命工学研究領域（講座）
　　医療情報学専攻：生命情報研究領域（講座）、生体制御研究領域（講座）


　連合創薬医療情報研究科規程により定められた専攻構成に基づいた教育組織を図A-2-1に示す。「創薬」をテーマとし広義の「医療情報」による解析と展開を本研究科の共通の学問理念として多角的視野での教育研究を実施するため、本研究科では「創薬科学専攻」と「医療情報学専攻」の２つの専攻を置き、創薬に関する技術手法の開発、個別化医療、予防医学を目指した創薬に関する最先端分野の実現に向けた基盤的技術や研究手法等の修得・実践を可能にする教育研究体系をとっている。
　以下に、各専攻における教育研究内容及び各専攻内に設けられている研究領域における教育研究内容を示す。

創薬科学専攻

近年、急速に新興している新型感染症や生活習慣病への対応や予防医学などの国家的課題に対応するためには、ゲノム科学や構造生物学の進展に伴い蓄積された遺伝子及びタンパク質の構造と機能に関する膨大な情報を基盤とした体系的な創薬領域に関わる教育研究が必要である。

このため、創薬の教育研究従来の化学的手法に加えて、ヒトゲノム情報や構造生物学などを活用し、生物学的・遺伝学的手法による創薬の基盤的な教育研究及び分子・細胞レベルから個体レベルまでの機能解析による現代疾病の診断法などの開発に関する教育研究を行う。

これにより、製薬・バイオ関連企業で創薬研究に携わる技術者並びに大学や研究機関で創薬研究に携わる創薬研究者を養成する。
①生命分子科学研究領域

急速に新興している疾病や生活習慣病などに対する創薬を考えた場合、ヒトゲノム情報などを活用した新たな創薬研究の構築が緊急の課題である。

そのためにはゲノム科学や構造生物学などの先端的生命科学の情報や手法を創薬科学の教育研究に導入する必要がある。そこで、本領域では、生体高分子と低分子有機化合物の相互作用に起因する諸現象を、化学的・生物学的手法及び化学的な遺伝学的手法により解明するとともに、新機能分子の創製研究など創薬の基盤となる教育研究を行う。

②システム生命工学研究領域

急速に新興している疾病に対応するため、創薬研究の迅速化や早期診断法の開発が重要課題である。そのためには動物実験への依存を減らし酵素反応や細胞に用いるin vitro実験などによるハイスループット化した生物機能評価システム、遺伝子診断法、疾病バイオマーカーの開発などが必要である。そこで、本領域では、生体をネットワーク・システムとみなして、分子・細胞レベルから、個体レベルでの相互作用や制御機構を解明することにより、現代疾病の予防、治療、診断法などの開発に関する教育研究を行う。

医療情報学専攻

医薬品に関係する事故や副作用の問題、さらに社会的ニーズの高く研究途上である個別化医療といった課題に対応できる人材の養成は急務である。このため多岐に亘る研究領域に横断的に、かつ新規研究領域の創設を必要とする個別化医療・予防医療に必要となる膨大かつ患者毎の詳細な臨床情報を解析する手法・技術の教育研究及び医薬品の生体応答や病態制御の解析・評価に関する教育研究を行う。

これにより、個別化医療、健康科学など最先端の医療技術の現実化に向けた研究手法等を習得した高度医療専門スタッフ並びに食品、化粧品などの関連企業や大学、行政機関で薬品の検証に携わる技術者及び研究者を養成する。

①生命情報研究領域

多岐に亘る研究領域を横断的に、かつ新研究領域の創設を必要とする個別化医療、予防医療の実現化に対し、生活習慣病や新興・再興感染症などの最新医療情報の蓄積・分析・評価を通して、個別化医療の実現に向けた基盤技術・手法について教育研究を行う。また、遺伝子多型情報などに基づいた医薬品の薬効や副作用の解析による予防・治療介入手法について教育研究を行う。
図A-2-1　連合創薬医療情報研究科の教育組織
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②生体制御研究領域

　免疫アレルギー疾患や感染症などの疾病の制御が期待される医薬品候補の個体レベルでの生体応答や病態制御の仕組みを解明し、構造生物学的なアプローチから創薬、ファーマコ・ダイナミクスや代謝経路（メタボリック・パスウェイ）の分析的なアプローチからの生体制御手法の開発などの基盤的な教育研究を行う。

【分析結果とその根拠理由】

　近年、急速に新興しつつある疾病への対応や予防医学などの国家的課題、個別化医療といった広範囲な研究領域を背景とする社会ニーズに対し、その一つの中心的課題である創薬をテーマとして、創薬を取り巻く、生体分子化学、生体制御、生体応答、生物学的創薬、薬効情報、患者情報までの全ての情報を広義の医療情報と捉え、これを数理的・情報科学的手法を駆使して教育研究を実施する。

すなわち、「創薬」の分野をメタボリックパスウェイに代表される生体データや代謝情報、患者情報などの広義の「医療情報」の解析をとおして、解明、創造(開発)、検証、応用に展開しようとする教育研究体系であり，専攻の構成及び専攻内における研究領域（講座）は、大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている。

　観点２－２－１：　研究科委員会が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っているか。
【観点に係る状況】

　岐阜大学運営組織規則第19条第４項及び岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科運営組織規程第５条第２項の規定に基づき制定された岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科委員会規程において、研究科委員会の審議事項として教育に関する事項が含まれることが明記されている。（資料A-2-2）

資料A-2-2　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科委員会規程より

	　（審議事項）
第３条　研究科委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。
　一　規則等の制定、改正及び廃止に関すること。
　二　研究科長の選考に関すること。
　三　教育職員の人事に関すること。
　四　研究科代議委員会委員の選出に関すること。
　五　指導教員の選定に関すること。
　六　予算に関すること。
　七　研究指導等に関すること。
　八　入学者の選抜に関すること。
　九　学生の身分に関すること。
　十　修了の認定並びに学位の授与及び取り消しに関すること。
　十一　自己評価等に関すること。
　十二　その他研究科の運営に関する重要事項


　研究科委員会（研究科委員会の代わりに開催される代議員会を含む。以下同じ。）は、月１回の定例開催の他、必要に応じて適宜開催され、教育課程に関する事項、学位認定、学生の異動等、各専攻、教務厚生委員会、専攻総務委員会、入学試験委員会などから提出された教育に関する案件について審議し、その対応を決定している。

【分析結果とその根拠理由】

　連合創薬医療情報研究科委員会は、月１回の定例開催の他、必要に応じて適宜開催され、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っている。

　観点２－２－２：　教育課程や教育方法等を検討する教務厚生委員会等の組織が、適切な構成となっているか。また、必要な回数の会議を開催し、実質的な検討が行われているか。
【観点に係る状況】

　教務厚生委員会の所掌事項は、①教育・学生生活全般に関する事項の審議、②教育課程の編成及び教育制度等に関する事項の調整・立案・検討、③学生の成績管理、異動の実施処理等である。教務厚生委員会は、月１回の定例開催の他、必要に応じて適宜開催され、所掌事項の各項目について検討を行っている。

【分析結果とその根拠理由】

　教務厚生委員会は、各専攻からの委員により構成され、しかも年度毎に構成委員の半数を交代することにより、委員会活動に連続性を持たせている。また、月１回の定例開催の他、必要に応じて適宜開催され、所掌事項の各項目について検討を行っている。以上により、教育課程や教育方法等を検討する本委員会の組織は適切な構成であり、また、必要な回数の会議を開催して実質的な検討が行われている。

（２）優れた点及び改善を要する点
【優れた点】

創薬というテーマの下に工学・医学を有する岐阜大学と薬学を有する岐阜薬科大学が連合し、異なる専門分野の教員による連合組織を編成することにより、相互の優れた研究業績や知識、情報の共有を基盤とする教育体系を構築している点が本研究科の優れた点である。
【改善を要する点】

　特になし。

（３）基準２の自己評価の概要
「創薬」の分野をメタボリックパスウェイに代表される生体データや代謝情報、患者情報などの広義の「医療情報」の解析をとおして、解明、創造(開発)、検証、応用に展開しようとする教育研究体系であり，専攻の構成及び専攻内における研究領域（講座）は、大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている。
連合創薬医療情報研究科委員会及び教務厚生委員会は、月１回の定例開催の他、必要に応じて適宜開催され、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っている。教務厚生委員会については、年度毎に構成委員の半数を交代することにより、委員会活動に連続性を持たせているとともに、必要な回数の会議を開催して実質的な検討が行われている。

基準３：教員及び教育支援体制
３－１　研究科の教育に係る基本的な教員組織構成が、目的に照らして適切なものであること。
３－２　教育活動を展開する上で必要な教員採用基準や昇格基準等が整備され、教育活動に関する適切な評価がなされているか。

３－３　教育の目的を達成するために必要な研究活動が行われているか。

３－４　教育課程を展開するために必要な事務職員等の教育支援者が配置されているか。また、RA等の研究補助者の活用が図られているか。

３－５　教員、教育支援者及び教育補助者に対する研修等、その資質の向上を図るための取組が適切に行われていること。
（１）観点ごとの分析

　観点３－１－１：　教員組織編成のための基本的方針を有しており、それに基づいた教員組織編成がなされているか。
【観点に係る状況】

　本研究科は、工学部生命工学科、医学部、人獣感染防御研究センター、保険管理センター、生命科学総合研究支援センター、医学教育開発研究センター及び岐阜薬科大学の教員のうち、本研究科の担当を希望し担当資格（別添資料2）を満たす教員により編成されている。また、アステラス製薬㈱より１人の客員教授を、(独)産業技術総合研究所より１人の客員教授及び１人の客員准教授を、(独)理化学研究所より１人の客員教授を配置し、さらに、平成21年４月からは、本研究科専属の教授を採用している。教員は、各自の研究内容に適合する専攻に配属されている。

【分析結果とその根拠理由】

　大学院の担当資格が明確に定められていることより、教員組織編成のための基本的方針を有しており、それに基づいた教員組織編成がなされていると判断する。

　観点３－１－２：　教育課程を遂行するために必要な教員が確保されているか。
【観点に係る状況】

　専任教員数を表A-3-1に示す。兼担教員は創薬科学専攻で12人、医療情報学専攻で11人非常勤講師は、両専攻で８人である。平成21年５月現在の学生数は26人で、専任教員１人あたりの学生数は、1.18人、客員教授及び客員准教授を含めると1.00人である。

表A-3-1　専攻別の専任教員数（平成21年５月１日現在）

[(　)は女性教員で内数]

	専攻名
	教授
	客員教授
	准教授
	客員准教授
	計

	創薬科学専攻
	6
	3
	5(1)
	1
	15(1)

	医療情報学専攻
	8(1)
	0
	3(1)
	0
	11(2)

	計
	14(1)
	3
	8(2)
	1
	26(3)


【分析結果とその根拠理由】

　教員１人あたりの学生数は、客員教授及び客員准教授を含めると１人であり、教育課程を遂行するために必要な教員を確保している。

　観点３－１－３：　教育課程を遂行するために必要な研究指導教員が確保されているか。
【観点に係る状況】

　本研究科の専任教員は、全員が資格審査を経て、学生の教育及び研究の主指導資格を有している。表A-3-1に示した専攻ごとの専任教員数は、大学院設置基準を満たしている。

【分析結果とその根拠理由】

　専攻ごとの専任教員数は大学院設置基準を満たし、大学院課程における研究指導を遂行するために必要な教員数を確保している。

　観点３－１－４：　研究科の目的に応じて、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置（年齢及び性別構成のバランスへの配慮、外国人教員の確保、任期制や公募制の導入等）が講じられているか。
【観点に係る状況】

　教員の年齢分布を図A-3-1に示す。性別の分布は表A-3-1に示した。外国人教員は本研究科には在籍していない。教員の採用については、本研究科は、平成19年４月に設置された研究科であり、平成21年度まで学年進行中であったため、「専任教員採用等設置計画変更書（AC）」を文部科学省へ提出し、許可を得る方法で実施してきた。
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図A-3-1　教員の年齢分布
【分析結果とその根拠理由】

　本研究科が平成19年４月に開設されるにあたり、年齢及び性別のバランスへの配慮を可能な限り配慮し、３人の女性教員を採用し、30代から60代に至る全ての世代の教員を採用している。外国人教員の確保は行っていないが、各種競争的資金申請において、任期付き外国人教員の採用を試みる内容で申請中である。（平成21年６月現在。）なお、平成21年４月に採用した教員については、広く公募を行い、研究科委員会での審議を経た上で、「専任教員採用等設置計画変更書（AC）」の提出により、採用に至っている。これらのことより、本研究科では、研究科の目的に応じて、教育組織の活動をより活性化するための適切な措置を講じている。
　観点３－２－１：　教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされているか。特に、教育研究上の指導能力の評価が行われているか。
【観点に係る状況】

　本研究科は、平成19年４月に設置された研究科であり、平成21年度まで学年進行中であったため、教員の採用に関しては、各専攻で教育研究上の指導能力を面接等によって判断し、研究科委員会の承認を得て、「専任教員採用等設置計画変更書（AC）」を文部科学省へ提出し、許可を得る方法で実施してきた。教員の昇格基準等については設けていない。
【分析結果とその根拠理由】

平成21年４月に採用した教育職員については、広く公募した後、面接及び書類審査を専攻独自の判断基準で実施し、研究科委員会における承認、「専任教員採用等設置計画変更書（AC）」における文部科学省による許可を得たものであり、教員の指導能力の適切な評価を踏まえた上で採用に至っている。また、教員の昇格という考え方ではなく、広く公募するスタンスを本学では取っているので、昇格基準等は設けていない。

よって、本研究科における教員採用における基準の適切な明文化、指導能力の評価は、適切に行われている。また、学年進行が終わる平成22年３月以降に、研究科全体としての教員採用基準を設ける予定である。

　観点３－３－１：　教育の目的を達成するための基礎として、教育内容等と関連する研究活動が行われているか。
【観点に係る状況】

　各専攻の授業・研究指導は本研究科の教育目的に基づいて行われており、各専攻はそれぞれの専攻の授業・研究指導に沿った研究を行っている教員から編成されている。授業は内容に合った研究を行っている教員が担当し、特に研究指導では各教員の研究活動と密接に関係している。

【分析結果とその根拠理由】

　研究科の場合は、教育内容と各教員の研究内容は密接に関係しており、特に研究指導はほぼ同一である。このことは、連合創薬医療情報研究科「教員紹介資料」（別添資料3）で広く周知している。

　観点３－４－１：　教育課程を展開するために必要な教育支援者（事務職員）が適切に配置されているか。また、TA等の教育補助者の活用が図られているか。
【観点に係る状況】
　本研究科の事務職員は、常勤職員２人及び非常勤職員２人の計４人が配置され、教育支援活動に従事している。本研究科の学生定員は18人であり、TA（ティーチング・アシスタント）については採用していない。

【分析結果とその根拠理由】

　教務・学生に関する業務を２人の常勤職員と２人の非常勤職員がそれぞれ役割分担しながら従事しており、適切な人員配置であると言える。
　観点３－５－１：　ファカルティ・ディベロップメントについて、学生や教職員のニーズが反映されており、組織として適切な方法で実施されているか。
【観点に係る状況】
　平成20年度よりFDを実施している。本研究科にFD実施小委員会を設置し、年１回の開催に向けて、講師、内容等について協議した上で実施している。平成20年度においては、「双方向性のある講義」を主題とし、教員の講義能力の向上を目指した内容のFDを実施した。本研究科の約90％の教員が出席した。

【分析結果とその根拠理由】

　平成20年度から開始した戦略的大学連携支援事業において、演習等を取り入れた学生自身の自発的研究心・モチベーションを高める講義を実施している。これは、平成20年度FDの発想を迅速に実践に反映したものである。また、組織全体でＦＤの重要性を認識し、実施し続けることを確認している。
（２）優れた点及び改善を要する点
【優れた点】

　本研究科の教育目的に沿った教育組織を編成し、適切な教員配置を行っている。さらに、教員の採用については、広く公募を実施するとともに、専任教員採用等設置計画変更書（AC）を文部科学省高等教育局へ提出し、許可を得た。
【改善を要する点】

　教員に占める女性の割合が低く、外国人専任教員の採用に至っていない点については検討する必要がある。

（３）基準３の自己評価の概要
　大学設置基準を満たす専任教員数を確保しており、専任教員１人あたりの学生数は、客員教授及び客員准教授を含めると１人であり、教育課程を遂行するために必要な教員を確保している。また、専門性及び人数両面において専任教員を適切に配置している。それにより、学生に対して創薬科学及び医療情報学の個別教育を可能としており、きめ細かい教育を実現している。

　教員の公募制、学年進行中における文部科学省による教員採用許可により、適切な教員採用を実施している。教員組織の年齢構成はバランスがとれているが、女性教員が少なく、外国人専任教員の採用に至っていない。
　本研究科の事務職員は、教務・学生に関する業務を２人の常勤職員と２人の非常勤職員がそれぞれ役割分担しながら従事しており、適切な人員配置であると言える。本研究科の学生定員は18人であり、TA（ティーチング・アシスタント）については採用していない。

　FDについては、組織全体でFDの重要性を認識し、実施し続けることを確認している。

基準４：学生の受入れ
４－１　教育の目的に沿って、求める学生の入学者選抜の基本方針が記載された入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）が明確に定められ、公表、周知されていること。
４－２　入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って、適切な学生の受入が実施され、機能していること。

４－３　入学者数が、入学定員と比較して適正な数となっていること。
（１）観点ごとの分析

　観点４－１－１：　教育の目的に沿って、求める学生像や入学者選抜の基本方針等が記載された入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）が明確に定められ、公表・周知されているか。
【観点に係る状況】

　本研究科では、アドミッション・ポリシーが定められ、受験生に対し公表・周知している。以下に、本研究科のアドミッション・ポリシーを再度示す。（Webページ（URL A-1-3））
（再掲）資料A-1-3　連合創薬医療情報研究科のアドミッション・ポリシー

	■教育研究上の目的

本研究科は、創薬をテーマとし先進的な生物・生命科学を基本とした学際領域の教育研究を行い、高度な専門性と先見性、柔軟な発想を有し、21世紀の医療、医学、生命科学を担う最先端の領域で活躍できる人材の育成を目的とする。
■求める学生像

・創薬に関する高度な専門的知識の修得と専門的研究の推進に対して高い意欲を持つ人。
・安全・安心な医療を提供するために必要となる高度専門知識の修得と研究の推進に対して高い意欲を持つ人。 

・個別化医療を展開するために必要となる実践的な研究領域を開拓しようとする高い意欲を持つ人。


【分析結果とその根拠理由】
　本研究科ではアドミッション・ポリシーが定められ、受験生に対して適切に公表・周知している。

　観点４－２－１：　入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に機能しているか。
【観点に係る状況】

　本研究科の入学者選抜試験においては、アドミッション・ポリシーに沿って、多様な学生の受入を可能とするために、一般、社会人及び外国人留学生を同一の試験方法によって選抜している。試験科目は、英語、専門科目及び面接で、英語及び専門科目については、試験問題及び解答用紙に英語を併記することで対応している。また、面接においては、英語のみによる質疑応答を行っている。

　表A-4-1に、専攻別募集人員の内訳を示す。
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表A-4-1

	専　攻　名
	募 集 人 員

	創薬科学専攻
	３人

	医療情報学専攻
	３人

	計
	６人


【分析結果とその根拠理由】
　英語、専門科目及び面接を実施することで、総合的な学力判断によって合否を決定しており、かつ、社会人及び外国人留学生の受入も積極的に実施することで、多様な学生を受け入れていることから、アドミッション・ポリシーに沿った、適切な学生の受入を実施している。

　観点４－２－２：　入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において、留学生、社会人の受入等に関する基本方針を示している場合には、これに応じた適切な対応が講じられているか。
【観点に係る状況】

　英語併記による英語問題及び専門科目問題を作成するとともに、英語による面接も実施しており、一般、社会人及び外国人留学生を同一の試験方法によって選抜し、ニーズに対応している。また、標準修了年限（３年）の授業料で、最長６年間長期履修できる制度の実施や、修士卒でない受験者に対しても、一定の審査を経れば受験可能とする制度も実施するなど配慮している。

【分析結果とその根拠理由】
　留学生、社会人に対する独自のアドミッション・ポリシーは定めていないが、一般の学生と同様のアドミッション・ポリシーを適用している。

　観点４－２－３：　実際の入学者選抜が適切な実施体制により公正に実施されているか。
【観点に係る状況】

　公正な試験が行われるように、教務厚生委員会委員、研究科長、研究科長補佐及び両専攻長から構成される入学試験委員会において、綿密な実施要項を作成し、試験に臨んでいる。試験問題は、英語及び専門科目における出題・採点部会（英語・専門科目各々）及び問題点検部会で推敲を重ね、慎重に作成される。面接試験においては、３人以上の教員が面接指針（留意事項）に沿い、かつ、十分な打合せを行った上で実施している。また、入学者選抜基準を設け、客観的な基準で合否判断を行っている。

【分析結果とその根拠理由】
　研究科全体で適正な実施体制を敷き、客観的な基準で合否判断を行っており、公正な試験が実施されている。

　観点４－３－１：　実入学者数が、入学定員を大幅に超える又は大幅に下回る状況になっていないか。また、その場合には、これを改善するための取組が行われるなど、入学定員と実入学者数の適正化が図られているか。
【観点に係る状況】

　表A-4-3に、入学定員に対する超員率を示す。平成19年度については、社会から開設を大望された本研究科の設置年度であり、様々な分野からの志願者があった。特に医療情報学専攻への社会人志願者が７人を数えた。客観的に選抜基準に沿って合否判定を行った上でも不合格とすべき材料はなく、志願者全員が優秀かつ志を持った人材であったので、全員合格とした。平成20年度についても、優秀かつ志を持つ10人の志願者があった中で、前年度と同様に客観的に選抜基準に沿って合否判定を行った結果、９人を合格とした。そうしたことより、この２年間の入学者数は、定員を多幅に超過した状況となったため、平成21年度からは、入学試験委員会において入学者数の適正化を図るよう検討し、定員どおりの入学者数を受け入れた。

表A-4-3　入学者の超員率

	年度
	
	入学者数
	入学定員
	超員率（％）

	H19
	創薬科学専攻
	3(2)
	3
	200

	
	医療情報学専攻
	9(7)
	3
	

	H20
	創薬科学専攻
	6(3)
	3
	150

	
	医療情報学専攻
	3(1)
	3
	

	H21
	創薬科学専攻
	3(1)
	3
	100

	
	医療情報学専攻
	3(2)
	3
	


（　）内は社会人入学生で内数

【分析結果とその根拠理由】
　平成19年度及び平成20年度において、定員を大幅に上回る入学者を受け入れた理由は、社会人からの入学希望者が想定以上に多かったこと、そして、本研究科が開設したばかりであり、学生を教育・指導する教員数に問題がないと判断した点が挙げられる。平成21年度からは、入学定員に沿った適正な入学者数を受け入れるよう入学試験委員会において検討をし、改善を図った。

（２）優れた点及び改善を要する点
【優れた点】

　本研究科としてのアドミッション・ポリシーとして、「教育研究上の目的」及び「求める学生像」を定めるとともに、広く公表している。

　入学試験において、出願書類、学力試験及び面接を組み合わせた総合的に合否を判断するスタンスを取っており、アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入に努めている。

【改善を要する点】
　定員を大幅に超過して入学者を受け入れた点について、平成21年度より改善したため、現在改善を要する点はない。

（３）基準４の自己評価の概要
　本研究科ではアドミッション・ポリシーが定められ、受験生に対して適切に公表・周知している。また、英語、専門科目及び面接を実施することで、総合的な学力判断によって合否を決定しており、かつ、社会人及び外国人留学生の受入も積極的に実施することで、多様な学生を受け入れている。入学試験委員会等を設置することで、研究科全体で適正な実施体制を敷き、客観的な基準で合否判断を行っており、公正な試験が実施されている。平成19年度及び平成20年度においては、定員を大幅に超過する入学者を受け入れたが、平成21年度以降は、適正な入学者数を受け入れるよう改善した。

基準５：教育内容及び方法
５－１　教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学位記において適切であること。
５－２　教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導方法等が整備されていること。

５－３　成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。
（１）観点ごとの分析
　観点５－１－１：　教育の目的や授与される学位に照らして、授業科目が適切に配置され（例えば、必修科目、選択科目の配当等が考えられる。）、教育課程が体系的に編成されているか。
【観点に係る状況】

　修了所要単位は表A-5-1に示すように両専攻とも13単位であり、本研究科が行う博士論文の審査及び最終試験に合格することを修了要件としており、教育体系を表A-5-1-2のように概念化し、学生が全体像を把握できるようにしている。また、本研究科は、医学・薬学・工学の各分野が横断的に融合した研究科であり、表A-5-1-3に示すように、３種類の学位から選択できるユニークな研究科である。

表A-5-1　修了所要単位数
	講義・演習
	基礎科目
	基礎必修科目を５単位、基礎選択科目から２単位以上を修得する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（基礎必修科目のうち、学外実習は必修であるが、社会人入学生は選択とする。）

	
	専門科目
	専門選択必修科目と、専門必修科目（特別研究）は、主指導教員の授業科目を履修すること。

なお、主指導教員以外の授業科目を履修した場合は、専門選択科目として読み替えることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門選択科目は、主指導教員が担当する授業科目を除いた全ての専門科目とする。

	学外実習
	実習の目標は、医療創薬に関連する企業・研究所等で最先端の研究及び研究（技術）者などに直に接することで、最先端の研究手法や技術力の把握にある。（基礎必修科目：学外実習・１単位、※社会人入学生は選択とする。）


表A-5-1-2　カリキュラム概念図
	創薬科学専攻
	医療情報学専攻

	

	

	専門選択必修科目 

　・遺伝子有機化学概論
　・分子変換化学概論
　・分子機能創薬学概論
　・細胞情報伝達学概論
　・細胞システム論
　・生体分子制御工学特論
　・分子イメージング工学特論
　・創薬画像診断学特論
　・分子医療創薬学特論
　・神経機能分子工学特論
　・医用分子システム工学特論
　・生体精密分離分析化学
　・ゲノム創薬化学特論
　・創薬資源化学特論
　・分子腫瘍学特論
　・分子機能解析学特論　　　　　　計　16科目
	専門選択必修科目 

　・医用画像解析学概論
　・感染症治療学概論
　・高次生命情報学特論
　・生体環境医療学特論
　・理論機能分子設計学特論
　・ゲノム創薬医療学特論
　・感染症制御学特論
　・代謝病態制御学特論
　・生体ラジカル制御学特論
　・免疫薬理学
　・生体毒性学特論
　・生体応答調節学特論　　　　　　計　12科目

	専門選択科目 

　・医用画像解析学概論
　・感染症治療学概論
　・高次生命情報学特論
　・生体環境医療学特論
　・理論機能分子設計学特論
　・ゲノム創薬医療学特論
　・感染症制御学特論
　・代謝病態制御学特論
　・生体ラジカル制御学特論
　・免疫薬理学
　・生体毒性学特論
　・生体応答調節学特論　　　　　　計　12科目
	専門選択科目 

　・遺伝子有機化学概論
　・分子変換化学概論
　・分子機能創薬学概論
　・細胞情報伝達学概論
　・細胞システム論
　・生体分子制御工学特論
　・分子イメージング工学特論
　・創薬画像診断学特論
　・分子医療創薬学特論
　・神経機能分子工学特論
　・医用分子システム工学特論
　・生体精密分離分析化学
　・ゲノム創薬化学特論
　・創薬資源化学特論
　・分子腫瘍学特論
　・分子機能解析学特論　　　　　　計　16科目

	創薬科学特別研究
	医療情報学特別研究

	⇓
	⇓

	博士（工学）

博士（薬科学）
	博士（医科学）

博士（薬科学）


表A-5-1-3　学位の名称
	専攻名(Division)
	授与する学位(Digree)

	創薬科学専攻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(Medicinal Sciences Division)
	博士（工学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(Doctor of Philosophy in Engineering)
	博士（薬科学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(Doctor of Philosophy in Pharmaceutical Science)

	医療情報学専攻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(Medical Information Sciences Division)
	博士（薬科学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(Doctor of Philosophy in Pharmaceutical Science)
	博士（医科学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(Doctor of Philosophy in Medical Science)


【分析結果とその根拠理由】

　修了要件単位数を組織的に定めていること、創薬科学及び医療情報学の横断的基礎知識を修得するために基礎科目を多く設定していること、専門性を深化させるために専門科目を多く設定していること、また、博士論文の審査及び最終試験に合格することを修了要件としていることから、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に編成されている。

　観点５－１－２：　授業の内容が、教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。
【観点に係る状況】
　本研究科における両専攻の教育研究領域は表A-5-1-4に示すとおりであり、これらの領域に沿った授業科目が開設されている。（別添資料1・大学院便覧p.2-3～2-6）。

表A-5-1-4　両専攻の教育研究領域

	創薬科学専攻
	医療情報学専攻

	近年、急速に新興している新型感染症や生活習慣病への対応や予防医学などの国家的課題に対応するためには、ゲノム科学や構造生物学の進展に伴い蓄積された遺伝子及びタンパク質の構造と機能に関する膨大な情報を基盤とした体系的な創薬領域に関わる教育研究が必要である。このため、従来の化学的手法に加えて、ヒトゲノム情報や構造生物学などを活用し、生物学的・遺伝学的手法による創薬の基盤的な教育研究及び分子・細胞レベルから個体レベルまでの機能解析による現代疾病の診断法などの開発に関する教育研究を行う。
これにより、製薬・バイオ関連企業で創薬研究に携わる技術者並びに大学や研究機関で創薬研究に携わる創薬研究者を養成する。
	医薬品に関係する事故や副作用の問題、さらに社会的ニーズの高く研究途上である個別化医療といった課題に対応できる人材の養成は急務である。このため多岐に亘る研究領域に横断的に、かつ新規研究領域の創設を必要とする個別化医療・予防医療に必要となる膨大かつ患者毎の詳細な臨床情報を解析する手法・技術の教育研究及び医薬品の生体応答や病態制御の解析・評価に関する教育研究を行う。 これにより、個別化医療，健康科学など最先端の医療技術の現実化に向けた研究手法等を習得した高度医療専門スタッフ並びに食品、化粧品などの関連企業や大学、行政機関で薬品の検証に携わる技術者及び研究者を養成する。

	生命分子科学研究領域
	ｼｽﾃﾑ生命工学研究領域
	生命情報研究領域
	生体制御研究領域

	急速に新興している疾病や生活習慣病などに対する創薬を考えた場合、ヒトゲノム情報などを活用した新たな創薬研究の構築が緊急の課題である。 そのためにはゲノム科学や構造生物学などの先端的生命科学の情報や手法を創薬科学の教育研究に導入する必要がある。そこで、本領域では、生体高分子と低分子有機化合物の相互作用に起因する諸現象を、化学的・生物学的手法及び化学的な遺伝学的手法により解明するとともに、新機能分子の創製研究など創薬の基盤となる教育研究を行う。
	急速に新興している疾病に対応するため、創薬研究の迅速化や早期診断法の開発が重要課題である。 そのためには動物実験への依存を減らし酵素反応や細胞に用いるin vitro実験などによるハイスループット化した生物機能評価システム、遺伝子診断法、疾病バイオマーカーの開発などが必要である。そこで、本領域では、生体をネットワーク・システムとみなして、分子・細胞レベルから、個体レベルでの相互作用や制御機構を解明することにより、現代疾病の予防、治療、診断法などの開発に関する教育研究を行う。
	多岐に亘る研究領域を横断的に、かつ新研究領域の創設を必要とする個別化医療、予防医療の実現化に対し、生活習慣病や新興・再興感染症などの最新医療情報の蓄積・分析・評価を通して、個別化医療の実現に向けた基盤技術・手法について教育研究を行う。また、遺伝子多型情報などに基づいた医薬品の薬効や副作用の解析による予防・治療介入手法について教育研究を行う。
	免疫アレルギー疾患や感染症などの疾病の制御が期待される医薬品候補の個体レベルでの生体応答や病態制御の仕組みを解明し、構造生物学的なアプローチから創薬、ファーマコ・ダイナミクスや代謝経路（メタボリック・パスウェイ）の分析的なアプローチからの生体制御手法の開発などの基盤的な教育研究を行う。


【分析結果とその根拠理由】

　教育研究領域に沿った授業科目が開設されており、授業の内容は、教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっている。

　観点５－１－３：　授業の内容が、全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映したものとなっているか。
【観点に係る状況】
　表A-5-2及び教員紹介資料から分かるように、授業内容と各教員の研究分野は密接な関連を持っている。

【分析結果とその根拠理由】

　研究分野と授業内容の間に密接な関連を持たせるとともに、研究成果を直接反映した授業を設定しており、授業内容は全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映している。

　観点５－１－４：　学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教育課程の編成（例えば、他研究科の授業科目の履修、学外実習による単位認定等）に配慮しているか。
【観点に係る状況】
１）学生の多様なニーズに対する対応

　（１）他研究科、他大学院等の授業科目の履修

　　　　学生は、指導教員が必要と認めるときは、研究科長の承認を得て、他研究科又は他大学院の授業科目を履修し、10単位を超えない範囲で単位認定される。本研究科の学生による実績はないが、平成21年度前学期に、他研究科の留学生が本研究科の専門科目を６単位修得した。

　（２）学外実習

　　　　本研究科では、社会人学生以外の学生に対して、学外実習を基礎必修科目として履修させている。また、学生の国際性の涵養を図るため、両専攻から各１人ずつ選出し、海外における最先端な研究所、大学等への派遣実習を実施した。実績は、表A-5-1-5のとおりである。

　（３）連携大学院制度

　　　　本研究科が設置された平成19年度より、アステラス製薬株式会社及び独立行政法人産業技術総合研究所と連携協定を締結し、両機関からの客員教授による授業の開講を実施してきた。

　２）学術の発展動向及び社会の要請に対する対応

（１）近年，急速に発展している新興感染症や免疫・アレルギー疾患の台頭，生活習慣病患者の増加や高齢社会に伴う医療費の増大は早急に解決されるべき国家的課題である。また，医療現場では医薬品に関連する事故や後発医薬品を含む新規医薬品の導入による様々な有害事象の報告が増加しており，安全・安心な医療を国民に提供する医療システムの構築が急がれている。同時に，ゲノム情報や個々の体質に基づいた効果的・効率的な個別化医療の実践や，疾病の発症・重篤化予防に向けた教育研究環境の充実と革新的な医療情報の獲得が求められている。こうした状況を踏まえ，ポストゲノム時代の最先端創薬に貢献できる人材及び副作用の軽減や医療費の削減が期待される個別化医療の実践に対応する高度医療専門職の人材育成が待望されている。こうした社会的要請及びそれに伴って日々進歩し続けている学術の動向に対して、本研究科では各分野の専門家によるハイレベルな授業を提供している。

　（２）留学生の受入

　　　　留学生は表A-5-1-6のとおり３人受入れている。定員18人に対して16.6％、総在籍者数26人に対して11.5％の在籍率である（平成21年５月１日現在）。
　（３）社会人学生の受入

　　　　リカレント教育の推進を本研究科では重用視しており、表A-5-1-7のとおり16人の社会人学生が在籍している。定員18人に対して88.9％、総在籍者数26人に対して61.5％の在籍率である（平成21年５月１日現在）。

【分析結果とその根拠理由】

単位互換・認定の活用、他機関との連携の整備、学外実習の実施並びに留学生及び社会人学生の積極

的な受入を実施していることから、本研究科は社会お呼び学生からの多様なニーズに応えている。

表A-5-1-5　学外実習実績

	専攻名
	平成20年度
	平成21年度

	
	企業
	官公庁
	研究所
	その他
	企業
	官公庁
	研究所
	その他

	創薬科学専攻
	0
	0
	2
	0
	0
	0
	0
	1(1)

	医療情報学専攻
	0
	0
	1
	1
	0
	0
	0
	1(1)

	小　計
	0
	0
	3
	1
	0
	0
	0
	2(2)

	合　計
	4
	2(2)


平成21年９月１日現在

（　）は海外派遣実習で内数

表A-5-1-6　留学生受入人数

	専　攻
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	合　計

	創薬科学専攻
	0
	0
	2
	2

	医療情報学専攻
	1
	0
	0
	1

	合　計
	1
	0
	2
	3


表A-5-1-7　社会人学生在籍人数

	専　攻
	平成21年度

	創薬科学専攻
	6

	医療情報学専攻
	9

	合　計
	16


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年５月１日現在

　観点５－１－５：　単位の実質化への配慮がなされているか。
【観点に係る状況】
　１）組織的な履修指導

　　　毎年新入生に対して、主指導教員からその学生の研究課題に有益と判断される授業科目を選択す

るよう指導が行われる。学生は、その助言を参考として履修申請をしている。また、電子シラバス

でその授業科目の詳細を容易に把握できる環境となっている。

　２）単位の厳格化

　　　成績評価は、表A-5-1-8のとおり４段階評価としている。電子シラバス（別添資料4）には、試験・成績評価（試験の方法・成績評価の基準及び方法）の項目を設けている。

【分析結果とその根拠理由】

　組織的な履修指導の実施、単位の厳格化の推進がなされ、単位の実質化への配慮がなされている。

　観点５－１－５：　大学院設置基準第14条特例に基づいて授業を実施しているか。また、その基準

　　　　　　　　　に該当する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。
【観点に係る状況】
　本研究科では大学院設置基準第14条特例を積極的に活用し、社会人の受入体制を整えている。具体

的には、平日は基本的に18時から21時までの２コマの授業、土曜日は集中講義で９時から17時ま

で行っている。また、２授業科目において、e-learningを実施し、遠隔地においても履修が可能な環境を整備している。また、長期に亘る修学を可能とするため、長期履修制度も導入し、３年間分の授業料で最長６年間在籍することを可能とし、利活用している（表A-5-1-8）。

表A-5-1-8　長期履修者一覧表
	
	平成19年度

入学生
	平成20年度

入学生
	平成21年度

入学生
	計

	４年コース
	1
	0
	0
	1

	５年コース
	2
	0
	0
	2

	６年コース
	2
	0
	1
	2

	計
	5
	0
	1
	6


人

【分析結果とその根拠理由】

　上述の時間設定・履修制度により、社会人学生に対する配慮がなされている。

　観点５－２－１：　教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。
【観点に係る状況】
　授業内容の概要を示し、学生の学習計画立案のために、全ての授業科目でシラバスを作成している。（別添資料4）。シラバスには授業のねらい、授業計画、教科書・テキスト参考文献等、試験・成績評価等が記載されている。このシラバスはログイン管理の下で、Webから閲覧できるようになっている。

【分析結果とその根拠理由】

　上述のように、学習計画立案に資するシラバスを作成していることから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されている。

　観点５－３－１：　教育課程の趣旨に沿った研究指導が行われているか。
【観点に係る状況】
　研究指導のため指導教員及び副指導教員を置くこと、修了のためには研究指導を受けなければならないことが、「岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科規程（第７，16条）」（別添資料5）に定められており、これらのことは連合創薬医療情報研究科「大学院便欄」（別添資料1 ・p.2-1、2-2）及び本研究科のホームページ「学生のページ」（URL:http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/08student/08_02.html）で学生に周知されている。また、入学時には、「研究題目届」、学年進級時には、「研究進捗状況等報告書」を学生に提出させ、研究指導管理を徹底している。

【分析結果とその根拠理由】

　指導教員及び副指導教員を配置し、学生の研究進捗状況を踏まえた上で、適切な研究指導を実施している。

　観点５－３－２：　研究指導に対する適切な取組（例えば、複数教員による指導体制、研究テーマ決定に対する適切な指導、RAとしての活動を通した能力の養成等が考えられる。）が行われているか。
【観点に係る状況】
１）研究指導

　本研究科は、人材養成目的に沿って必要な研究分野や領域を有機的に連携する形での相互補完の体系を取っており、３種類の学位「工学」「薬科学」「医科学」を授与するというユニークな連合大学院である。この横断的な研究指導を実現するために、下記表A-5-1-9の体制を取っている。

表A-5-1-9　主指導教員・副指導教員の選定方法

	学位授与
	主指導教員（１人）
	副指導教員（２人以上）

	博士（工学）
	当該指導資格（博士（工学））を有する当該専攻の教授
	当該資格を有する教員（教授又は准教授）と他資格を有する教員各１人以上

原則として他専攻の教員１人を含む。

	博士（薬科学）
	当該指導資格（博士（薬科学））を有する当該専攻の教授
	

	博士（医科学）
	当該指導資格（博士（医科学））を有する当該専攻の教授
	


２）学会発表の推奨

　本研究科では、ある一定以上のインパクトファクター数を超える学会誌への学術論文掲載を義務付けており、学会発表を推奨している。学生の研究用消耗品や学会参加のための旅費等のために、経費の支弁を行っている。
３）リサーチ・アシスタント（RA）

　本研究科では、平成20年度より、学生をRAとして採用し、研究遂行能力の育成を図ってきた。平成20年度は、５人の学生を採用し、総時間1,320時間（１人当たり264時間）雇用した。平成21年度は、９人の学生を採用し、総時間2,376時間（１人当たり264時間）雇用する計画を実行中である。

【分析結果とその根拠理由】

　学生の研究課題に対して、複数かつ横断的な視点での研究指導を実施していること、学会発表を推奨していること及びRA活動を通じて研究遂行能力の向上を図っていることから、研究指導に対する適切な取組がなされている。
　観点５－３－３：　学位論文に係る指導体制が整備され、機能しているか。
【観点に係る状況】

　学位論文の提出資格及び審査について並びに修了要件については、「連合創薬医療情報研究科規程（第15、16条）」（既出・別添資料5）において定められており、学位論文に係る規則については、「連合創薬医療情報研究科における博士の学位に関する細則」（別添資料6）において、学位取得までの手続き・過程については、別添資料7のとおり定められており、これらのことは、本研究科のホームページ等を通して、学生に周知されている。

【分析結果とその根拠理由】

　上述のことから、学位論文に係る指導体制が整備され、機能している。

　観点５－３－４：　教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されているか。
【観点に係る状況】
　本研究科では、履修方法等の取扱いに関する内規において、下記表A-5-1-10のとおり成績評価及び基準を定めており、大学院便欄（既出・別添資料1）、シラバスにおいて学生へ周知している。また、修了要件については、「連合創薬医療情報研究科規程（第15、16条）」（既出・別添資料5）において定められており、同じく、大学院便欄（既出・別添資料1）で周知されている。
表A-5-1-10　成績評価及び基準

	評価
	基　準
	試験点数
	備　考

	合格
	Ａ（優）
	80点～100点
	

	
	Ｂ（良）
	60～79点
	

	
	Ｃ（可）
	50～59点
	

	不合格
	Ｄ（不可）
	49点以下
	

	
	▽
	
	総授業の３分の２以上出席して、試験を受験しなかった者

	
	／
	
	総授業の３分の２以上出席しなかった者


【分析結果とその根拠理由】

　上述の状況より、教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されている。

（２）優れた点及び改善を要する点
【優れた点】

　リカレント教育の推進を本研究科では重要視しており、定員18人に対して88.9％、総在籍者数26人に対して61.5％の社会人が在籍していることが挙げられる。また、人材養成目的に沿って必要な研究分野や領域を有機的に連携する形での相互補完の体系を取っており、３種類の学位「工学」「薬科学」「医科学」を授与するという横断的な教育・研究指導体制を採用している点がユニークである。

【改善を要する点】

　社会人に対する教育・研究指導を実現するために、平日は基本的に18時から21時までの２コマの開講、土曜日は集中講義で９時から17時の間における開講を実施している。また、２授業科目では、e-learningを実施し、遠隔地においても履修が可能な環境を整備してきたが、学生にとっても教員にとっても実に過酷な教育体制と言っても過言ではない状況といえる。真にリカレント教育を推進する上で、国家レベルでの社会人教育への理解と必要性の把握が推し進められることを希望するとともに、本研究科としては、できる限り社会人学生に対する教育環境の改善に尽力したいと考えている。

（３）基準５の自己評価の概要
　教育課程を体系的に編成している。担当教員の研究を反映した選択科目を多く設定するとともに、学位論文を修了要件としている。また、社会人学生の積極的受入、長期履修制度の活用により、社会からの要請に応えるとともに、３種類の学位「工学」「薬科学」「医科学」を授与するという、人材養成目的に沿った上での相互補完教育体系により、社会のニーズに対応している。さらに、組織的な履修指導、単位の厳格化の推進により、単位の実質化への配慮をしている。

　さらに、学習・研究指導において様々な工夫をしている。学習指導方法の工夫として、学習計画立案に役立つシラバスを作成している。また、学位論文を課し、複数教員で研究指導する体制を整備している。学会発表を奨励する仕組みを整備するとともに、研究遂行能力の向上を図るために、学生をＲＡとして雇用している。　成績評価・修了認定基準については、組織として基準等を策定し、学生に周知している。

基準６：教育の成果
６－１　教育の目的において意図している、学生が身につける学力、資質・能力や要聖しようとする人材像等に照らして、教育の成果が上がっていること。
（１）観点ごとの分析

　観点６－１－１：　目的に沿った形で、教育において、課程に応じて、学生が身につける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針が明らかにされており、その達成状況を検証・評価するための適切な取組が行われているか。
【観点に係る状況】

　学生が身につける学力、資質・能力や養成しようとする人材等についての方針は、岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科Webサイト（URL A-6-1、A-6-2、A-6-3）等に明記し、在学生及び教職員へ周知するとともに、学外に対しても広く公表している。

　その達成状況の検証・評価については、修了に関して、各専攻会議、研究科委員会、専攻総務委員会等において、岐阜大学大学院学則、岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科規程及び岐阜大学学位規則（既出・別添資料1・大学院便欄）に基づいて適正に判断されている。

　また、平成21年度終了後に、修了生や企業等就職先の担当者に対してアンケートを実施し、実際に教育目標が達成されているかどうかについて追跡調査・分析を行う予定であるとともに、本外部評価委員会において出された委員からの指摘等を真摯に受け止め、自発的かつ内省的な教育・研究体制の更なる発展へと繋げる所存である。

URL A-6-1　岐阜大学連合創薬医療情報研究科ウェブサイト、「憲章」

http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/01charter/index.html
URL A-6-2　岐阜大学連合創薬医療情報研究科ウェブサイト、「アドミッション・ポリシー」

http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/05admission/05_01.html
URL A-6-3　岐阜大学連合創薬医療情報研究科ウェブサイト、「募集要項」
http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/05admission/05_05.html
【分析結果とその根拠理由】

　学生が身につける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針は、Webサイトや学生便欄などを通し、学内外に向けて明示されており、それらの達成度及び修了認定についても各種委員会において規則に基づき適正に行われている。

　観点６－１－２：　各学年や修了時等において、学生が身につける学力や資質・能力について、単位取得、進級、修了の状況、資格取得の状況等から、あるいは学位論文等の内容・水準から判断して、教育の成果や効果が上がっているか。
【観点に係る状況】

１）単位修得状況・修了

　表A-6-1に示すように、両専攻で、修了までに修得しなければならない単位数13単位のうち、特別研究２単位を残すのみの状況となっている。１年次で基礎的専門知識を学び、２年次以降ではその基礎の上に個別の研究課題を探究させるという教育・研究指導がなされている。平成19年度入学者のうち、長期履修者以外の５人の学生については、平成21年度末に修了する予定である。

表A-6-1　単位修得状況　（平成20年３月31日現在）

	専攻
	入学年度
	学生
	修得単位数
	今後修得しなければならない単位数

	創薬科学専攻
	平成１９年度
	学生１（長期履修者）
	11
	２（特別研究）

	
	
	学生２
	15
	２（特別研究）

	
	
	学生３
	11
	２（特別研究）

	医療情報学専攻
	
	学生４
	11
	２（特別研究）

	
	
	学生５
	14
	２（特別研究）

	
	
	学生６（長期履修者）
	９
	４

	
	
	学生７
	12
	２（特別研究）

	
	
	学生８（長期履修者）
	13
	２（特別研究）

	
	
	学生９（長期履修者）
	14
	２（特別研究）

	
	
	学生10（長期履修者）
	15
	２（特別研究）

	
	
	学生11（長期履修者）
	11
	２（特別研究）

	
	
	学生12
	13
	２（特別研究）

	創薬科学専攻
	平成２０年度
	学生13
	11
	２（特別研究）

	
	
	学生14
	13
	２（特別研究）

	
	
	学生15
	15
	２（特別研究）

	
	
	学生16
	13
	２（特別研究）

	
	
	学生17
	13
	２（特別研究）

	
	
	学生18
	10
	３

	医療情報学専攻
	
	学生19
	11
	２（特別研究）

	
	
	学生20
	13
	２（特別研究）

	
	
	学生21
	９
	４


２）資格取得状況

　博士後期課程修了者の就職難が続く中で、指導教員による学生の資格取得へ向けた教育・研究支援を行った結果、平成19年度入学で創薬科学専攻の学生が、平成20年度に弁理士の資格を取得した。

３）学会等における報告及び受賞状況

　両専攻において、在学中に少なくとも１件の学会発表をするよう指導しており、学会参加に係る経費の支弁等により参加を推奨している。学会発表数については表A-6-2、学生の受賞については表A-6-3のとおりである。

表A-6-2　学生の学会発表数

	専攻
	平成19年度
	平成20年度

	創薬科学専攻
	０
	５

	医療情報学専攻
	10
	18

	合　計
	10
	23


表A-6-3　学生の受賞

	平成20年度
	プレジデントポスター（日本糖尿病学会年次学術集会）

	
	第18回アンチセンスシンポジウム優秀発表賞

	
	生体医工学シンポジウム2008ベストリサーチアワード


４）海外派遣実習の実施

　平成21年度より、学生の英語力の向上、国際的視点の涵養を図るために、海外派遣実習を実施している。平成21年度においては、ノースカロライナのUniversity of North Carolina Chapel Hillへ１人、サンフランシスコのサンフランシスコ大学（UCSF）及びフィラデルフィアのFox・Chase癌センターへ１人の学生を派遣した。
【分析結果とその根拠理由】

　両専攻において、特別研究以外の修了必要単位数（11単位）を２年次までに修得している。また、多くの学生が国内・海外の学会で発表を行っており、学会発表による受賞者も３人輩出した。これらのことから、各学年や修了時等において学生が身につける学力や資質・能力について、教育の成果や効果が上がっている。

（２）優れた点及び改善を要する点
【優れた点】

　両専攻において、特別研究以外の修了必要単位数（11単位）を２年次までに修得しており、学生自身の研究に必要な基礎的知識及び専門知識を培った上で研究を行っている。また、学会発表を積極的に促し、多くの学会で発表を行っていることにより、学生の研究意欲とプレゼンテーション能力の向上に大いに役立っている。

　さらに、平成21年度より、海外派遣実習を実施することで、学生の英語力の向上、国際的視点の涵養を図るとともに、学生自身の自発的研究展望の構築を促している。
【改善を要する点】

　学生の英語力の向上を図るために、更なる地道な取組を行う必要があると痛感している。

（３）基準６の自己評価の概要
　学生が身につける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針は、Webサイトや学生便欄などを通し、学内外に向けて明示されており、それらの達成度及び修了認定についても各種委員会において規則に基づき適正に行われている。

また、両専攻において、特別研究以外の修了必要単位数（11単位）を２年次までに修得している。また、多くの学生が国内・海外の学会で発表を行っており、学会発表による受賞者も３人輩出した。これらのことから、各学年や修了時等において学生が身につける学力や資質・能力について、教育の成果や効果が上がっている。

さらには、平成21年度より、海外派遣実習を実施することで、学生の英語力の向上、国際的視点の涵養を図るとともに、学生自身の自発的研究展望の構築を促している。

基準７：学生支援等
７－１　学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。また、学生相談・助言体制等の学習支援が適切に行われていること。

７－２　学生の自主的学習を支援する環境が整備され、機能していること。また、学生の活動に対する支援が適切に行われていること。

７－３　学生の生活や就職、経済面での援助等に関する相談・助言・支援が適切に行われていること。
（１）観点ごとの分析

　観点７－１－１：　授業科目選択の際のガイダンスが適切に実施されているか。また、学習相談、助言が適切に行われているか。

【観点に係る状況】

　授業科目選択のためのガイダンスは、入学時において実施されている。（別添資料8）ここでは、研究科長、教務厚生委員長等により説明がなされている。また、学生は履修を希望する授業科目一覧表を主指導教員へ提示し、研究内容との関係を踏まえた上での指導がなされている。また、在学中において履修すべき授業科目の提示をすることもあり、随時（主にオフィスアワーにおいて）、必要科目についての指導がなされている。

【分析結果とその根拠理由】

　新入生に対するガイダンスを実施しており、また、随時、必要と思われる授業科目についての指導を実施することで、ガイダンスのみでは不足していると思われる指導を補っている。

　観点７－１－２：　特別な支援を行うことが必要と考えられる者（例えば留学生、社会人学生、障害のある学生等が考えられる。）への学習支援を適切に行うことができる状況にあるか。また、必要に応じて学習支援が行われているか。

【観点に係る状況】

　渡日１年以内の留学生に対して、大学生活に早く慣れ、勉学や研究成果の向上を図ることを目的としたチューター制度が設けられている。チューターは、指導教員の指導のもとで、日本語や修学上の問題等について、個別に助言を行っている。

　社会人に対する支援として、受講可能な時間が制限される場合、学生の申し出によって、平日は基本的に18時から21時までの２コマの開講、土曜日は集中講義で９時から17時の間における開講を実施している。また、２授業科目では、e-learningを実施し、遠隔地においても履修が可能な環境を整備している。
【分析結果とその根拠理由】

　留学生に対しては指導教員の指導のみではなく、チューターによる支援の制度も設けている。また、夜間・週末開講、e-learningを積極的に運用し、支援体制を充実させている。

　観点７－２－１：　自主的学習環境（例えば、自習室、情報機器室等が考えられる。）が十分に整備され、効果的に利用されているか。

【観点に係る状況】

　本研究科は、主に、工学部、医学部、岐阜薬科大学等の組織が融合して成り立っている研究科であり、基本的には、学生はその部局に所属する主指導教員の元で研究指導を受けているので、自習室は、その部局に存在している。平成22年度からは、岐阜薬科大学の新学舎の７Ｆの一部及び８Ｆへ移転するのであるが、その施設における設備については、下記のとおりとなっており（表A-7-1）、自主的学習スペース、IT環境が提供されている。

表A-7-1　岐阜薬科大学新学舎の設備

	室　名
	設　　備

	７Ｆ大学院生居室
	デスク６台、棚、パソコン６台（随時購入予定）

	８Ｆ大学院生居室１
	デスク６台、棚、パソコン６台（随時購入予定）

	８Ｆ大学院生居室２
	デスク６台、棚、パソコン６台（随時購入予定）

	情報系研究・開発室
	デスク２台、パソコン２台、プロジェクター３台

	情報系演習室
	デスク８台、パソコン８台、プロジェクター１台


　観点７－３－１：　学生の生活や就職、経済面での援助等に関する相談・助言・支援が適切に行われているか。

【観点に係る状況】

１）就職に関する支援・助言

　主指導教員が中心となり、学生の希望する職種や地域を踏まえた上で、リクルート活動のための機関の紹介を行っている。

２）経済面での支援・助言

　授業料免除等申請の手段について、本学では、インターネットによる申請を実施しており、週休日における学外からの申請も可能となっている。本研究科の学生については、平成21年度前学期の授業料免除認定者は、全額が３人、半額が６人となっており、在籍者数に対して30％以上の学生が免除を受けている。また、渡日１年目の留学生については、日本語能力がないことから、主指導教員の指示の下、チューターを雇用し申請業務のバックアップをしている。

その他奨学金については、日本学生支援機構の奨学金を３人、民間機関からの留学生への奨学金を平成19年度に１件、平成20年度に１件、平成21年度に２件獲得している。

３）生活面での支援・助言

　留学生については、渡日１年目の留学生に対しては国際交流会館を用意している。２年目以降については、学生寮への入居も推奨し、経済的支援の一環としており、平成21年４月現在で１人の留学生が入居している。

　全学生に対しては、全学共通で利用される保健管理センター、学生ラウンジ、学生相談室、キャンパスヘルパー及びハラスメント相談員による各種相談窓口が用意されているが、まずは主指導教員又は連合創薬係（事務職員）での相談を承っている。

【分析結果とその根拠理由】

　本学では、就職、経済面及び生活全般における支援・助言について全学をあげて実施しており、その制度・施設について周知徹底するとともに、研究科としても主指導教員及び事務が連携して、学生に対する適切な助言を実施している。

（２）優れた点及び改善を要する点
【優れた点】

　本研究科では、入学時においてガイダンスを実施し、研究科長、教務厚生委員長等により履修、研究、生活面全般の説明がなされている。また、指導教員及び事務サイドによる大学生活全般における助言・支援を実施することで、全学生に対する個別支援を実現している。
【改善を要する点】

　平成21年度に在籍する留学生３人のうち、２人の留学生に対する奨学金の獲得支援に成功したが、１人の留学生に対する獲得に失敗している。今後、更なる支援を必要としている。

（３）基準７の自己評価の概要
授業科目選択のためのガイダンスは、入学時において実施されている。ここでは、研究科長、教務厚生委員長等により説明がなされている。また、学生は履修を希望する授業科目一覧表を主指導教員へ提示し、研究内容との関係を踏まえた上での指導がなされている。

渡日１年以内の留学生に対して、大学生活に早く慣れ、勉学や研究成果の向上を図ること、大学生活全般における支援を目的としたチューター制度が設けられている。

本学では、就職、経済面及び生活全般における支援・助言について全学をあげて実施しており、その制度・施設について周知徹底するとともに、研究科としても主指導教員及び事務が連携して、学生に対する適切な助言を実施している。

Ｂ．研究

基準１　研究の目的

１－１　目的（研究活動を行うにあたっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な成果等）が明確に定められており、その内容が、学校教育法に規定された、大学一般に求められる目的に適合するものであること．

１－２　目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。

（１）観点ごとの分析

観点１－１－１：　目的・基本方針や、達成しようとする基本的な成果等が、明確に定められているか。

【観点に係る状況】

本学は、岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科における教育その他必要な事項に関する大学院連合

創薬医療情報研究科規程を制定しており、その中で研究活動を行うにあたっての基本的な方針が示され

ている。（資料B-1-1）。

資料B-1-1　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科規程における本研究科の目的

	　（教育研究上の目的）
第２条　本研究科は、創薬をテーマとし先進的な生物・生命科学を基本とした学際領域の教育研究を行い、高度な専門性と先見性、柔軟な発想を有し、21世紀の医療、医学、生命科学を担う最先端の領域で活躍できる人材の育成を目的とする。


　また、平成19年４月に発足した際に定めた本研究科憲章において、研究の成果に関する目標を達成するための措置として、研究基本戦略が示されている。（資料B-1-2）

資料B-1-2　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科憲章より

	本研究科は、多様化する国家的課題や社会ニーズにフレキシブルに対応できる人材を養成するため、創薬をテーマとし、それを取り巻く医療情報を媒体とした教育研究体系を確立することを設置理念とする。具体的には、創薬というテーマの下に岐阜大学と岐阜薬科大学及び連携機関が連合・連携し、異なる専門分野の教員による連合組織を編成することにより、相互の優れた研究業績や知識、情報の共有を基盤とする教育体系を構築する。これにより、国際的にも水準の高い先端的な生体分子化学、生体制御、生体応答、生物学的創薬、薬効情報、患者情報などを基盤とする創薬科学及び医療情報学を中心とする教育研究を展開し、高度な専門性と先見性、柔軟な発想を有する最先端な領域で活躍できる人材の育成を目指すとともに、創薬医療情報に関わる研究成果を蓄積し、それらを発信する。
１．２大学及び連携機関による連合・連携効果を教育・研究に十分活かすよう努める｡ 

２．自らが解明、創造、検証、応用に展開できる人材を育成することを目指す。 

３．倫理観に富んだ高度専門職業人及び研究者を養成することを目指す｡ 

４．創薬に関する高度な専門的知識の蓄積と研究の推進を図る。 

５．安全･安心な医療を提供するために必要となる高度な専門的知識の蓄積と研究の推進を図る。 

６．地域貢献に意欲が持てる学生の教育を実践する。 

７．国際的に活躍できる人材の育成を目指す。 

８．社会人及び外国人留学生の受け入れを推進する。

＜研究基本戦略＞

（１）本研究科固有の研究の推進を図る。 
（２）外部資金の導入を目指した研究機関横断的なプロジェクトを推進する。 

（３）科学技術の発展と変化に応じた研究の推進を図る。 

（４）学生の研究環境の整備に努める。 


【分析結果とその根拠理由】

　連合創薬医療情報研究科規程、連合創薬医療情報研究科憲章に示す通り、研究の目的・基本方針や達成しようとする基本的な成果等が、明確に定められている。

観点１－２－１：　目的が、大学の構成員（教職員及び学生）に広く周知されているか。

【観点に係る状況】

　教育研究の基本方針は、資料B-1-1「連合創薬医療情報研究科規程」として、Webページに掲載している。また、連合創薬医療情報研究科の設置理念と研究目的は、資料B-1-2「連合創薬医療情報研究科憲章」として、連合創薬医療情報研究科のWebページ（URL B-1-1）に記載している。

URLB-1-1  http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/01charter/index.html
【分析結果とその根拠理由】

　連合創薬医療情報研究科の教育研究の基本方針、及び連合創薬医療情報研究科の設置理念と研究目的は教員に周知されており、また、学生にも広く周知されている。

観点１－２－２：　目的が、広く社会に公表されているか。

【観点に係る状況】

　設置理念と研究目的は、連合創薬医療情報研究科ホームページにおいて連合創薬医療情報研究科憲章として、社会に公開されている。

【分析結果とその根拠理由】

　設置理念と研究目的は、連合創薬医療情報研究科ホームページにおいて連合創薬医療情報研究科憲章として掲載されている。このことから、目的が広く社会に公開されている。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

　本研究科の目的は、学則中の連合創薬医療情報研究科規程、連合創薬医療情報研究科中期計画、学生便欄等、種々の文書で明記され、教職員や学生などの大学構成員に周知されているとともに、Webサイトを通じて広く社会にも公表されている。

【改善を要する点】

特になし。

（３）基準１の自己評価の概要

　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科の目的は、学則の連合創薬医療情報研究科規程において、「本研究科は，創薬をテーマとし先進的な生物・生命科学を基本とした学際領域の教育研究を行い，高度な専門性と先見性，柔軟な発想を有し，21世紀の医療，医学，生命科学を担う最先端の領域で活躍できる人材の育成を目的とする。」と、明記されている。また、連合創薬医療情報研究科憲章においては、研究基本戦略を掲げている。このように、本研究科の研究目的は、大学院の研究目的として適切であり、また、この目的は学生や教職員などの大学院の構成員に周知されているとともに、インターネットを通じて広く社会にも公表されている。

基準２　研究の実施体制

２－１　目的に照らして、研究活動を実施するために必要な体制が適切に整備され、機能していること。
（１）観点ごとの分析

観点２－１－１：　研究の実施体制及び支援・推進体制が適切に整備され、機能しているか。

【観点に係る状況】

　本学は、岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科における教育その他必要な事項に関する連合創薬医療情報研究科規程を制定しており、その中で本研究科の専攻構成について定めている。（資料B-2-1）また、本研究科の運営を円滑に行うために、連合創薬医療情報研究科運営組織規程を制定しており、その中で両専攻内に研究領域（講座）の構成について定めている。（資料B-2-1-2）

資料B-2-1　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科規程より

	　（研究科の専攻）
第３条　本研究科に、創薬科学専攻及び医療情報学専攻を置く。


資料B-2-1-2　岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科運営組織規程より

	　（研究領域長）
第４条　専攻に次の研究領域（講座）を置き、各研究領域（講座）に研究領域長を置く。
　　創薬科学専攻　：生命分子科学研究領域（講座）、システム生命工学研究領域（講座）
　　医療情報学専攻：生命情報研究領域（講座）、生体制御研究領域（講座）


　連合創薬医療情報研究科規程により定められた専攻構成に基づいた教育組織を図B-2-1に示す。「創薬」をテーマとし「医療情報」による解析と展開を本研究科の共通の学問理念として多角的視野での教育研究を実施するため、本研究科では「創薬科学専攻」と「医療情報学専攻」の２つの専攻を置き、創薬に関する技術手法の開発、個別化医療、予防医学を目指した創薬に関する最先端分野の実現に向けた基盤的技術や研究手法等の修得・実践を可能にする教育研究体系をとっている。
　以下に、各専攻における教育研究内容及び各専攻内に設けられている研究領域における教育研究内容を示す。

創薬科学専攻

近年、急速に新興している新型感染症や生活習慣病への対応や予防医学などの国家的課題に対応するためには、ゲノム科学や構造生物学の進展に伴い蓄積された遺伝子及びタンパク質の構造と機能に関する膨大な情報を基盤とした体系的な創薬領域に関わる教育研究が必要である。

このため、創薬の教育研究従来の化学的手法に加えて、ヒトゲノム情報や構造生物学などを活用し、生物学的・遺伝学的手法による創薬の基盤的な教育研究及び分子・細胞レベルから個体レベルまでの機能解析による現代疾病の診断法などの開発に関する教育研究を行う。

これにより、製薬・バイオ関連企業で創薬研究に携わる技術者並びに大学や研究機関で創薬研究に携わる創薬研究者を養成する。

①生命分子科学研究領域

急速に新興している疾病や生活習慣病などに対する創薬を考えた場合、ヒトゲノム情報などを活用した新たな創薬研究の構築が緊急の課題である。

そのためにはゲノム科学や構造生物学などの先端的生命科学の情報や手法を創薬科学の教育研究に導入する必要がある。そこで、本領域では、生体高分子と低分子有機化合物の相互作用に起因する諸現象を、化学的・生物学的手法及び化学的な遺伝学的手法により解明するとともに、新機能分子の創製研究など創薬の基盤となる教育研究を行う。

②システム生命工学研究領域

急速に新興している疾病に対応するため、創薬研究の迅速化や早期診断法の開発が重要課題である。そのためには動物実験への依存を減らし酵素反応や細胞に用いるin vitro実験などによるハイスループット化した生物機能評価システム、遺伝子診断法、疾病バイオマーカーの開発などが必要である。そこで、本領域では、生体をネットワーク・システムとみなして、分子・細胞レベルから、個体レベルでの相互作用や制御機構を解明することにより、現代疾病の予防、治療、診断法などの開発に関する教育研究を行う。

医療情報学専攻

医薬品に関係する事故や副作用の問題、さらに社会的ニーズの高く研究途上である個別化医療といった課題に対応できる人材の養成は急務である。このため多岐に亘る研究領域に横断的に、かつ新規研究領域の創設を必要とする個別化医療・予防医療に必要となる膨大かつ患者毎の詳細な臨床情報を解析する手法・技術の教育研究及び医薬品の生体応答や病態制御の解析・評価に関する教育研究を行う。

これにより、個別化医療、健康科学など最先端の医療技術の現実化に向けた研究手法等を習得した高度医療専門スタッフ並びに食品、化粧品などの関連企業や大学、行政機関で薬品の検証に携わる技術者及び研究者を養成する。

①生命情報研究領域

多岐に亘る研究領域を横断的に、かつ新研究領域の創設を必要とする個別化医療、予防医療の実現化に対し、生活習慣病や新興・再興感染症などの最新医療情報の蓄積・分析・評価を通して、個別化医療の実現に向けた基盤技術・手法について教育研究を行う。また、遺伝子多型情報などに基づいた医薬品の薬効や副作用の解析による予防・治療介入手法について教育研究を行う。

図B-2-1　連合創薬医療情報研究科の教育組織


②生体制御研究領域

　免疫アレルギー疾患や感染症などの疾病の制御が期待される医薬品候補の個体レベルでの生体応答や病態制御の仕組みを解明し、構造生物学的なアプローチから創薬、ファーマコ・ダイナミクスや代謝経路（メタボリック・パスウェイ）の分析的なアプローチからの生体制御手法の開発などの基盤的な教育研究を行う。

【分析結果とその根拠理由】

　近年、急速に新興しつつある疾病への対応や予防医学などの国家的課題、個別化医療といった広範囲な研究領域を背景とする社会ニーズに対し、その一つの中心的課題である創薬をテーマとして、創薬を取り巻く、生体分子化学、生体制御、生体応答、生物学的創薬、薬効情報、患者情報までの全ての情報を広義の医療情報と捉え、これを数理的・情報科学的手法を駆使して教育研究を実施する。

すなわち、「創薬」の分野をメタボリックパスウェイに代表される生体データや代謝情報、患者情報などの広義の「医療情報」の解析をとおして、解明、創造(開発)、検証、応用に展開しようとする教育研究体系であり、専攻の構成及び専攻内における研究領域（講座）は、大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている。

観点２－１－２：　研究活動に関する施策が適切に定められ、実施されているか。

【観点に係る状況】

　研究課題を遂行する上で必要不可欠な機器の購入等を推進するため、全専任教員が出席する研究科委員会において、研究科活性化経費の応募を実施している。本取組は、研究科内における競争的資金としての機能、各教員の研究内容及び遂行状況の把握並びに各教員の研究フィールドの繋がりの形成としての役割を果たしている。応募者は、研究内容、研究連携者、研究成果の教育への還元、必要機器等の記入必須事項を作成するため、研究科内の横の繋がりに一躍買っている。

　また、本研究科に本籍を置く１人の教員を平成21年４月に採用したことに伴い、その教員への研究費として、年間200万円の研究費を組織的に支弁している。

　研究活動の補助としても、博士後期課程の学生９人をRAとして採用し、研究活動の補助、研究成果の教育への還元の実質化を図っている。

【分析結果とその根拠理由】

　岐阜大学工学部、医学部、岐阜薬科大学等の各部署に本籍を持つ教員が横断的に集結した本研究科において、その各部署での研究の遂行はもとより、本研究科での横の繋がりを形成する意味での活性化経費を組織的に導入するなど、研究科固有の競争的かつ自発的な取組を行っている。また、本研究科に本籍を置く教員を採用し、研究費を組織的に支弁するなど、研究科内における研究活動の縦横的繋がりを形成し、機能させている。

観点２－１－３：　研究活動の質の向上のために研究活動の状況を検証し、問題点等を改善するための取組みが行われているか。

【観点に係る状況】

　平成20年度より、全専任教員の研究内容、進捗状況等を把握するとともに、広く社会へ公表するために、教員紹介資料（別添資料３）を作成している。その内容は、研究課題（代表的な研究）、研究業績（過去５年の論文）、外部資金の獲得状況（過去５年分）、新聞報道（過去５年分）等について詳述されている。この資料の作成については、研究科委員会の議を経て印刷し、全教員及び学生が把握することで、教員による研究活動の検証材料となっているとともに、研究科内における横の繋がりの形成に役立っている。

【分析結果とその根拠理由】

　本研究科は医学・薬学・工学のフィールドが融合した研究科であり、それぞれの固有な研究内容等の把握、検証は重要である。その点からも、教員紹介資料の作成により、各自の改善意識等の向上や各フィールドの横断的繋がりが形成されている。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

近年、急速に新興しつつある疾病への対応や予防医学などの国家的課題、個別化医療といった広範囲な研究領域を背景とする社会ニーズに対し、その一つの中心的課題である創薬をテーマとして、創薬を取り巻く、生体分子化学、生体制御、生体応答、生物学的創薬、薬効情報、患者情報までの全ての情報を広義の医療情報と捉え、これを数理的・情報科学的手法を駆使して教育研究を実施しており、画期的な融合体制を構築している。

【改善を要する点】

　本研究科は開設されて２年が経過した状況であり、今後より一層、各教員及び協定他機関等との連携

により、その相乗効果を加速させる必要がある。

（３）基準２の自己評価の概要

近年、急速に新興しつつある疾病への対応や予防医学などの国家的課題、個別化医療といった広範囲な研究領域を背景とする社会ニーズに対し、その一つの中心的課題である創薬をテーマとして、創薬を取り巻く、生体分子化学、生体制御、生体応答、生物学的創薬、薬効情報、患者情報までの全ての情報を広義の医療情報と捉え、これを数理的・情報科学的手法を駆使して教育研究を実施する。

すなわち、「創薬」の分野をメタボリックパスウェイに代表される生体データや代謝情報、患者情報などの広義の「医療情報」の解析をとおして、解明、創造(開発)、検証、応用に展開しようとする教育研究体系であり，専攻の構成及び専攻内における研究領域（講座）は、大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている。

　岐阜大学工学部、医学部、岐阜薬科大学等の各部署に本籍を持つ教員が横断的に集結した本研究科において、その各部署での研究の遂行はもとより、本研究科での横の繋がりを形成する意味での活性化経費を組織的に導入するなど、研究科固有の競争的かつ自発的な取組を行っている。また、本研究科に本籍を置く教員を採用し、研究費を組織的に支弁するなど、研究科内における研究活動の縦横的繋がりを形成し、機能させている。

基準３　研究活動の状況と成果

３－１　目的に照らして、研究活動が活発に行われ、研究の成果が上がっていること。

（１）観点ごとの分析

観点３－１－１：　研究活動の実施状況（例えば、研究出版物、研究発表、特許、その他の成果物の公表状況、国内外の大学・研究機関との共同研究、地域との連携状況、競争的研究資金への応募状況等が考えられる。）から判断して、研究活動が活発に行われているか。

【観点に係る状況】

研究成果発表状況

平成19～21年度の連合創薬医療情報研究科の査読付学術雑誌への原著論文発表数を表B-3-1に示す。1人あたりの原著論文数は年平均4.02報である。また、平成19～21年度の学会発表、総説・解説、著書の状況を表B-3-1-2に示す。

表B-3-1 原著論文数（平成19～21年度）

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	英文誌
	52
	92
	76

	和文誌
	12
	22
	11

	合計
	64
	114
	87


表B-3-1-2 研究成果発表状況（平成19年度～21年度）

	学会発表
	総説・解説
	著書（分担を含む）

	一般講演
	招待講演
	
	

	国際会議
	国内会議
	国際会議
	国内会議
	
	

	87
	358
	５
	87
	66
	71


特許出願・取得状況

平成19年度～21年度の連合創薬医療情報研究科の特許出願・取得状況を表B-3-1-3に示す。産官学融合本部による大学としての組織的な取組が行われている。

表B-3-1-3 特許出願状況

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	出願（取得）
	５
	11(1)
	８


共同研究実施状況

　共同研究の実施状況を表B-3-1-4に示す。バイオ関係を中心に広範な地域の企業との連携に数多く取り組んでいる。

表B-3-1-4 共同研究実施状況

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	件数
	６
	９
	７


【分析結果とその根拠理由】

　査読付学術雑誌での原著論文数は、教員1人あたり年間4.02報と一定の水準を保っている。また、国際会議・国内学会での学会発表も多く行っている。共同研究も多く実施されており、研究活動は活発である。

観点３－１－２：　研究活動の成果の質を示す実績（例えば、外部評価、研究プロジェクト等の評価、受賞状況、競争的研究資金の獲得状況等が考えられる。）から判断して、研究の質が確保されているか。

【観点に係る状況】

科学研究費補助金

　代表的な競争的研究資金の獲得手段である文部科学省科学研究費補助金について、平成19～21年度の獲得状況（金額は間接経費を含む）を表B-3-1-5に示す。また、厚生労働省科学研究費補助金についての獲得状況を表B-3-1-6に示す。

表B-3-1-5 平成19～21年度の文部科学省科学研究費補助金の獲得状況

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	特定領域研究
	4
	2
	2

	基盤研究(A)
	1
	2
	2

	基盤研究(B)
	1
	1
	1

	基盤研究(C)
	7
	9
	11

	萌芽研究
	2
	1
	0

	若手研究(B)
	0
	1
	1


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件数

表B-3-1-6 平成19～21年度の厚生労働省科学研究費補助金の獲得状況

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	件数
	5
	6
	6


受託研究

　受託研究の実施状況を表B-3-1-7に示す。製薬会社を中心に多くの受託研究が行われている。

表B-3-1-7 平成19～21年度の受託研究の獲得状況

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	件数
	15
	11
	9


受賞・報道

　学会の学術賞・論文賞など優れた研究業績に対して種々の賞を受賞している。表B-3-1-8に著名な受賞例を、表B-3-1-9に新聞報道を示す。

表B-3-1-8 受賞例

	受賞年度
	名称
	授与機関
	受賞者
	テーマ名

	2007
	第44回(2007年度)エルウィン・フォン・ベルツ賞1等賞受賞
	エルウィン・フォン・ベルツ賞
	鈴木正昭　外
	分子イメージング研究による創薬・疾患診断の革新

	2007
	高林健登　学生奨励賞を受賞
	東京大学生産技術研究所
	高林健登，猪口明博，鷲尾隆，紀ノ定保臣
	臨床プロセス解析を支援するOLAPシステムの考察，情報処理学会DBS研究会「データベースとWeb情報システムに関するシンポジウム(DBWeb2007)」

	2007
	松島秀　第66回日本医学放射線学会Gold Medal賞を受賞
	第66回日本医学放射線学会学術集会
	松島秀，西尾福英之， 佐々木文雄， 山浦秀和， 惠良聖一， 紀ノ定保臣.
	Equivqlent Cross-Relaxation Rateを用いたCellular Axillary Lymph Node Imaging.

	2007
	第六回杉田玄白賞　奨励賞
	杉田玄白賞
	桑田 一夫
	

	2007
	第17回JARMAM(迅速微生物迅速診断研究会)賞
	迅速微生物迅速診断研究会
	田中香お里、仲尾賢一、三鴨廣繁、渡邉邦友
	

	2008
	清水秀年　ベスト　リサーチ　アワードを受賞
	生体医工学シンポジウム2008
	清水秀年，宮村廣樹，松島秀，村上政隆，惠良聖一，内山良一，紀ノ定保臣
	Equivalent Cross-Relaxation Rate Imageを用いた唾液腺機能評価

	2008
	白石孝雄　第18回アンチセンスシンポジウム優秀発表賞
	日本アンチセンスDNA/RNA研究会
	白石孝雄、山下真世、望月将彦、上野義仁、北出幸夫
	抗ウイルス性核酸医療の開発を指向したベンゼン骨格を有する2-5A誘導体の創製とそのRNA分解活性

	2008
	マジックバレット賞
	Paul Ehrlich ノーベル賞100周年記念国際会議
	桑田 一夫
	

	2008
	日本放射線技術学会（第64回総会学術大会）CyPos銅賞
	日本放射線技術学会（
	内山良一
	

	2008
	金森奨励賞
	医用画像情報学会
	内山良一
	


表B-3-1-9　報道

	メディア
	報道日
	内　　容

	読売新聞
	2007年5月1日
	肝臓がん　肝硬変　色変化で予兆発見，　岐阜大研究グループ　MRI新システム開発

	朝日新聞
	2007年6月27日
	連合創薬医療情報研究科について

	岐阜新聞
	2007年7月1日
	「選ばれる病院とは」、十六銀行・岐阜大学主催「医療経営シンポジウム」

	Technology at a Glance, -A Gateway Between Universities and Industry-22
	2007年
	Drug Development

	Technology at a Glance, -A Gateway Between Universities and Industry-, 23
	2007年
	New Synthetic Method for PET Tracer

	中日新聞
	2007.9.30
	岐阜大学－学生支援GPに選定－生涯健康を目指した学生健康支援プログラム

	朝日新聞
	2007.10.4
	岐阜大学－学生支援GPに採択－大学は生涯健康のスタート地点

	朝日新聞
	2007.10.31.
	岐阜大学－生涯健康を目指した学生健康支援プログラム－生涯健康教育の推進と健康支援の充実

	常陽新聞
	2007年11月26日
	生物毒から薬を探す

	科学研究費補助金基盤研究(C) 平成16-18年度研究成果報告書
	2007
	アレルギー反応による気道組織再構築における好酸球由来TGF-1の意義

	臨床と研究、84、660-664
	2007
	細菌性膣症

	産婦人科領域、治療学、41、484-488
	2007
	マクロライド系抗菌薬の使い方6

	感染と抗菌薬、10、102-110
	2007
	特集　抗菌薬の特性を生かして上手に使うこつ 抗菌薬のPK/PDを活かす治療状況とは

	理研ニュース2，No.320
	2008年2月5日
	分子イメージングが診断、創薬に革新をもたらす

	岐阜の国保
	2008.5.
	メタボリックシンドロームの予防に向けて学ぶ（1/17）

	日本女性科学者の会 創立50年記念誌別冊
	2008.6.10
	活動と提言 会員の横顔p42

	中日新聞
	2008.7.3
	学園祭の衛生管理、監視体制強化へ、岐阜大実行委－食中毒防止に講習会－

	中日新聞
	2008.7.25
	学生の健康管理、岐阜で研究集会　－東海・北陸の部会－

	月刊ジャーマック　Vol.9　No.9
	2008.9.1
	医療のIT化を前進させる新資格制度が今週始動

	ITOKI　Healthcare Facilities，8-9
	2008.12.10
	病院IT化で医療の質と収益アップを求める

	平成17年度～平成19年度科学研究費補助金（基盤研究（C））研究成果報告書
	2008
	大学生の肥満と体質の関係調査　‐将来の生活習慣病の発症を予防するために‐

	平成19年度　岐阜薬科大学特別研究費報告書
	2008
	p75NTRの機能制御を目的とする創薬研究システムの構築

	平成19年度　岐阜薬科大学特別研究費報告書
	2008
	PGD2受容体CRTh2のアレルギー性気道炎症における意義

	厚生労働省科学研究費補助金（免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業）平成19年度・分担研究報告書
	2008
	気管支喘息の難治化の病態秩序の解明と難治化の予防・治療法開発に関する研究

	感染対策ICTジャーナル、3、19-22
	2008
	Clostridium difficileと外因性疾患　–本菌による施設内の汚染と伝播

	中日新聞
	2009年1月15日
	マラリア新薬の開発について

	岐阜新聞
	2009年1月17日
	マラリア新薬の開発について

	日本女医会誌197号
	2009.1.25
	私の大学『岐阜大学医学部』

	毎日新聞
	2009年2月1日
	マラリア新薬の開発について

	Chemical Biology，Volume 2，Number 2， P1～3（巻頭言）
	2009年5月
	小宇宙へのパラダイムシフト－ヒトの中の分子を見る

	RIKEN RESEARCH, Volume 4, Number 6, P13～16
	2009年6月
	Molecular imaging leads a revolution in diagnosis and drug discovery

	日本女性科学者の会東海支部ニュースレターNo.3-2(No.11).P1-4,
	2009.6.11
	SJWS 50周年に際して -大学職員を取り巻く環境について-

	日刊工業新聞
	2009年7月14日
	ヒトの中の分子を見るリアルタイム生体内分子科学

	読売新聞
	2009年8月7日
	遺伝子研究でのがん治療について

	厚生労働省科学研究費補助金（免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業）平成20年度・分担研究報告書
	2009
	気管支喘息の難治化の病態秩序の解明と難治化の予防・治療法開発に関する研究

	厚生労働省科学研究費補助金（免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業）平成18-20年度総合研究報告書
	2009
	気管支喘息の難治化の病態秩序の解明と難治化の予防・治療法開発に関する研究

	厚生労働省科学研究費補助金（地域健康危機管理研究事業）平成20年度・分担研究報告書
	2009
	シックハウス症候群の診断・治療法及び具体的方策に関する研究

	厚生労働省科学研究費補助金（地域健康危機管理研究事業）平成18-20年度総合研究報告書
	2009
	シックハウス症候群の診断・治療法及び具体的方策に関する研究

	臨床と微生物、36、55-61
	2009
	Desulfovibrio


【分析結果とその根拠理由】

　外部資金の代表である科学研究費補助金をほぼ全教員が獲得している。また、各種学会等での受賞及び多数のメディアにおいて報道がなされていることから、本研究科における研究の質は高いレベルにあると判断する。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

　新聞報道をはじめとして、多岐に亘るメディアが本研究科の研究に注目している。また、学会等においては、本研究科の学生の受賞も２件あり、研究成果の教育への還元に成功している。

【改善を要する点】

　受託研究の獲得件数を増加させる必要がある。

（３）基準３の自己評価の概要

外部資金の代表である科学研究費補助金をほぼ全教員が獲得している。また、各種学会等での受賞及び多数のメディアにおいて報道がなされていることから、本研究科における研究の質は高いレベルにあると判断する。

基準４　研究の質の向上及び改善のためのシステム

４－１　研究の状況について点検・評価し、その結果に基づいて改善・向上を図るための体制が整備され、取組が行われており、機能していること。

（１）観点ごとの分析

観点４－１－１：　研究の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積しているか。

【観点に係る状況】

　平成21年度から教員紹介資料を作成し、論文や外部資金取得状況をまとめている。また、全学的な教員データベースを導入し、同システムにて論文や学会発表状況などの研究活動を電子的に収集し蓄積している。

【分析結果とその根拠理由】

　教員紹介資料や教員データベースを利用して、各教員の研究活動のデータを収集し、蓄積している。

観点４－１－２：　教員の研究活動の状況と成果に関する点検・評価が適切に行われているか。

【観点に係る状況】

　教員データベースのデータを期末勤勉手当や昇給を決める際の参考としており、その評価項目として研究活動が含まれる。研究活動（論文数，著書，特許，学会発表，外部資金取得状況など）について3段階評価が毎年行われる。

【分析結果とその根拠理由】

　教員の個人評価システムにより、教員の研究活動の状況と成果に関する点検・評価が行われている。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

　教員紹介資料や教員データベースを利用して、各教員の研究活動のデータを収集し、蓄積している。

【改善を要する点】

　特にない。

（３）基準４の自己評価の概要

教員紹介資料や教員データベースを利用して、各教員の研究活動のデータを収集し、蓄積している。また、教員の個人評価システムにより、教員の研究活動の状況と成果に関する点検・評価が行われている。
Ｃ．社会連携
基準１　教育・研究面における社会連携活動の目的

１－１　目的（社会連携活動を行うに当たっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な成果等）が明確に定められていること。

１－２　目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。

（１）観点ごとの分析

　観点１－１：　目的や、達成しようとする基本的な成果等が、明確に定められているか。

【観点に係る状況】
本研究科のWebページ（URL C-1）に掲載されている憲章のとおり、本研究科の社会貢献基本戦略は、（１）社会人のリカレント教育に対応できる環境の整備に努める。

（２）人材育成を通じて社会貢献及び国際貢献に努める。

（３）外国人留学生の受け入れ態勢の充実を図る。

（４）国際交流を促進し，知的・人的交流の活性化を図る。 

以上４項目を挙げている。

URL C-1　　http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/01charter/index.html
【分析結果とその根拠理由】

　平成19年４月に設置された当初より、本研究科のWebページにおいて、社会連携活動の基本戦略を明示している。

　観点１－２：　目的が、大学の構成員（教職員及び学生）並びに社会に対して広く周知されているか。

【観点に係る状況】
本研究科の社会貢献基本戦略は明確に定められており、ホームページを通じて広く公表されている。

【分析結果とその根拠理由】

　Webページ（URL C-1）によって、広く公開されている。

（２）優れている点及び改善を要する点

【優れている点】

　Webページ（URL C-1）によって、広く公開されている。

【改善を要する点】
　特にない。

（３）基準１の自己評価概要

　本研究科では、憲章において、リカレント教育の実質化、人材育成による社会等への還元、留学生受入体制の強化、国際交流の推進というように、社会貢献基本戦略を具体的に定めており、ホームページを通じて広く公表されている。
基準２　教育・研究面における社会連携活動の状況と成果

２－１　目的・基本的方針に照らして、社会連携活動が活発に行われ、成果が上がっていること。

（１）観点ごとの分析

　観点２－１：　目的・基本的方針に照らして、社会連携活動が活発に行われ、成果が上がっているか。

【観点に係る状況】
　本研究科では、社会人のリカレント教育に対応できる環境の整備について特に力を注いできた。本研究科の社会人学生在籍人数は、表C-2-1のとおりである。平成21年５月１日現在における本研究科の総在籍者数は26人であり、61.5％が社会人学生である。仕事と学業との両立を可能な限りバックアップするために、土曜日又は平日の１７時以降の授業開講を実施するとともに、インターネットを活用した教育・研究指導を実施している。

　近年，急速に発展している新興感染症や免疫・アレルギー疾患の台頭，生活習慣病患者の増加や高齢社会に伴う医療費の増大は早急に解決されるべき国家的課題である。また，医療現場では医薬品に関連する事故や後発医薬品を含む新規医薬品の導入による様々な有害事象の報告が増加しており，安全・安心な医療を国民に提供する医療システムの構築が急がれている。同時に，ゲノム情報や個々の体質に基づいた効果的・効率的な個別化医療の実践や，疾病の発症・重篤化予防に向けた教育研究環境の充実と革新的な医療情報の獲得が求められている。こうした状況を踏まえ，ポストゲノム時代の最先端創薬に貢献できる人材及び副作用の軽減や医療費の削減が期待される個別化医療の実践に対応する高度医療専門職の人材育成が待望されている。こうした社会的要請及びそれに伴って日々進歩し続けている学術の動向を踏まえた教育・研究指導を実施し、優秀な人材を社会へ輩出することが本研究科の社会貢献における重要な使命である。この使命を実現するために、特に教育面において、(独)産業技術総合研究所から客員教授１人及び客員准教授1人を、アステラス製薬株式会社から1人の客員教授を受け入れ、授業を開講している。また、主に非常勤講師からなる特許権等についての講義「研究と知的財産」を実施している。国際特許事務所、総合法律事務所、特許知的財産契約事務所、製薬関係協会、製薬会社から計５人の非常勤講師を受け入れている。さらに、一般の方に対する社会貢献として、平成19年度より、公開講座を年２回実施するとともに、平成20年度からは、シンポジウムを年１回開催している。（表C-2-2）
　本研究科では、外国人留学生の受入を積極的に行い、平成21年５月１日現在で３人の外国人留学生が在籍している。詳細は表C-2-3のとおりであり、総在籍者数に対する割合は、11.5％となっている。

　また、平成21年度からは、エジプトのカフ・エル・シェク大学との部局間協定を締結し、エジプト政府のチャネルシステムを利活用した国際交流を図っている。

表C-2-1　社会人学生在籍人数
	専　攻
	平成２１年度

	創薬科学専攻
	6

	医療情報学専攻
	9

	合　計
	16


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年５月１日現在

表C-2-2　公開講座及びシンポジウムの実施状況

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	公開講座「先端を行く連合創薬医療情報研究科」
	未実施
	平成20年5月17日（土）に岐阜大学看護学科棟で実施し、５人の参加者を集めた。
	平成21年7月11日（土）じゅうろくプラザ小会議室において実施し、13人の参加者を集めた。

	公開講座「医療マネジメント講座」
	平成20年2月23日（土）本学医学部記念会館で実施し、約60人の参加者を集めた。
	平成20年12月20日（土）本学医学部記念会館で実施し、63人の参加者を集めた。
	平成21年12月に実施する予定。

	シンポジウム
	未実施
	平成20年10月11日（土）じゅうろくプラザ大会議室において実施し、約150人の参加者を集めた。
	平成21年12月19日（土）じゅうろくプラザにおいて実施予定


　表C-2-3　留学生の在籍状況

	
	在籍者数
	出　身　国

	創薬科学専攻
	２人
	エジプト１人、中国１人

	医療情報学専攻
	１人
	バングラディッシュ１人


【分析結果とその根拠理由】

　本研究科では、リカレント教育の実質化、人材育成による社会貢献及び国際貢献、外国人留学生の積極的受入並びに海外との国際交流の推進してきた。よって、憲章で掲げている４項目について、網羅的に社会貢献を実施してきている。

（２）優れている点及び改善を要する点

【優れている点】

　本研究科では、総在籍者数に対して60％以上の社会人学生を受け入れており、リカレント教育の実質化を図ったとともに、外国人留学生の積極的な受入も進めてきている。また、公開講座・シンポジウムを毎年積極的に実施し、地域社会への教育・研究の還元を図ってきた。

【改善を要する点】
　公開講座、シンポジウムの開催を積極的に行ってきたが、地元企業、研究所等の機関と合同ポスターセッションを開催するというような地域社会連携的発想での取組を行う必要があると思われる。
（３）基準２の自己評価概要

　本研究科の社会人学生在籍人数は、平成21年５月１日現在における総在籍者数26人に対して16人であり、61.5％が社会人学生である。仕事と学業との両立を可能な限りバックアップするために、土曜日又は平日の17時以降の授業開講を実施するとともに、インターネットを活用した教育・研究指導を実施している。また、国家的課題としての疾病に対応できる優秀な人材の輩出によって、広く社会へ貢献している。

　公開講座・シンポジウムを毎年実施し、地域社会における一般の方への教育・研究成果の還元を積極的に推し進めてきた。また、留学生を積極的に受け入れ、エジプト政府のチャネルシステムを利活用した部局間協定を締結するなど、国際交流を推進してきた。

Ｄ．国際交流
基準１　教育・研究面における国際交流活動の目的

１－１　目的（国際交流活動を行うに当たっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な成果等）が明確に定められていること。

１－２　目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。

（１）観点ごとの分析

　観点１－１：　目的や、達成しようとする基本的な成果等が、明確に定められているか。

【観点に係る状況】
本研究科のWebページ（URL D-1）に掲載されている憲章のとおり、本研究科の教育基本戦略における教育・研究の国際化については、
１）グローバル化時代を担う人材の質の向上に向けた教育の充実・改善を進める。 

２）教育・研究成果に関する情報を広く公開する。 

３）国際的な視野を身につける教育を推進する｡ 

以上３項目を挙げている。

URL D-1　　http://www1.gifu-u.ac.jp/~rensou/01charter/index.html
【分析結果とその根拠理由】

　平成19年４月に設置された当初より、本研究科のWebページにおいて、教育基本戦略における教育・研究の国際化を明示している。

　観点１－２：　目的が、大学の構成員（教職員及び学生）並びに社会に対して広く周知されているか。

【観点に係る状況】
本研究科の教育基本戦略における教育・研究の国際化は明確に定められており、ホームページを通じて広く公表されている。

【分析結果とその根拠理由】

　Webページ（URL D-1）によって、広く公開されている。

（２）優れている点及び改善を要する点

【優れている点】

　Webページ（URL D-1）によって、広く公開されている。

【改善を要する点】
　特にない。

（３）基準１の自己評価概要

本研究科では、憲章において、グローバル化時代を担う人材の質の向上に向けた教育の充実・改善、教育・研究成果に関する情報の公開、国際的な視野を身につける教育の推進というように、教育基本戦略における教育・研究の国際化を具体的に定めており、ホームページを通じて広く公表されている。
基準２　教育・研究面における国際交流活動の状況と成果

２－１　目的・基本的方針に照らして、国際交流活動が活発に行われ、成果が上がっていること。

（１）観点ごとの分析

　観点２－１：　目的・基本的方針に照らして、国際交流活動が活発に行われ、成果が上がっているか。

【観点に係る状況】
１．部局間交流協定の締結状況
　本研究科では、学年進行最終年である平成21年度より、エジプトのカフ・エル・シェイク大学との部局間協定を締結するべく行動し始めた。交流協定の内容については下記のとおりである。

　１）エジプト政府が実施しているチャネルプログラムを利活用し、カフ・エル・シェイク大学の研究

　　者を岐阜大学特別聴講学生として受け入れ、教育研究面の交流を図る。

　２）１）におけるプログラム以外にも、教育研究面において研究者間の交流を積極的に推進する。

２．学生の海外派遣実習の実施

本研究科では平成21年度より、在籍する学生の国際性の涵養を図り、より一層の研究者としてのモチベーションを高めるべく、学生の海外派遣実習を実施している。（表D-2-1）

両専攻から１人の学生を選抜し、約２か月間、最先端教育研究機関で実習を経験させるというシステムであり、本研究科の授業科目「学外実習」として単位認定している。経費については、航空賃、滞在施設料及び現地における交通費を支弁することにより、学生に対する経済的支援を行っている。

表D-2-1　学生の海外派遣実習

	創薬科学専攻の学生
	University of North Carolina Chapel Hill

（ノースカロライナ）
	7月30日～9月21日

	医療情報学専攻の学生
	1. University of California San Francisco（サンフランシスコ）
2. Fox Chase Cancer Center
（フィラデルフィア）
	7月20日～9月15日


３．留学生の受入状況

　留学生は表D-2-1-2のとおり３人受入れている。定員18人に対して16.6％、総在籍者数26人に対して11.5％の在籍率である（平成21年５月１日現在）。
表D-2-1-2　留学生受入人数

	専　攻
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	合　計

	創薬科学専攻
	0
	0
	2
	2

	医療情報学専攻
	1
	0
	0
	1

	合　計
	1
	0
	2
	3


４．留学生に対する支援体制

　本研究科では、正規事務職員２人及び非常勤事務補佐員２人の計４人の事務職員を配置し、指導教員、チューター及び国際企画課と協力し合いながら、入学から修了までの生活指導、教育指導などの支援体制を充実させている。

　国際企画課は、日本語力の低い留学生に対して日本語授業を実施している。また、日本人学生との交流、地域社会との交流、スキーツアーなど様々な活動を提供し、留学生がスムーズに日本社会に溶け込めるようサポートしている。

　連合創薬係においては、本研究科の英文ホームページを作成し、全世界に対する広報活動を実施している。

　また、チューター制度と奨学金制度は以下のとおりである。

チューター制度

　留学生のためにチューター制度が導入されている。チューターは、留学生の指導教員より委嘱された日本人学生が担当し、留学生の来日後１年間、日常生活、履修・研究活動等についてサポートを行っている。特に、授業料免除申請手続、奨学金申請手続等における日本語のサポートを徹底し、申請時におけるハンディをカバーしている。こうした取組により、奨学金及び授業料免除の取得に成功している。

奨学金制度

　大学全体の奨学金として、日本政府の国費奨学金、日本国際教育協会の私費外国人留学生学習奨励費、民間団体の奨学金等がある。留学生に係る奨学金の受給状況を表D-2-1-3に示す。

表D-2-1-3　留学生の奨学金受給状況

	
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	合計

	学習奨励費
	１
	
	
	１

	三菱商事外国人留学生奨学金
	
	
	１
	１

	その他
	１
	１
	１
	３

	
	２
	１
	２
	５


【分析結果とその根拠理由】

　本研究科では、外国人留学生の教育、生活支援事業を推進するとともに、日本人学生の国際的教育も重要視し、より広い国際的視野を持った教育研究を進める体制となっている。さらに国際交流を推進すべく、エジプトのカフ・エル・シェイク大学との部局間協定を締結する予定である。また、こうした国際間協定を今後も幅広く展開する予定である。

（２）優れている点及び改善を要する点

【優れている点】

　本研究科では、海外における教育研究機関との交流を一層推進するために、部局間協定の締結に力を入れている。また、日本人学生の国際性の涵養を図り、研究に対するモチベーションを高めるべく、海外派遣実習を行い、経費支弁等にて援助している。留学生については、積極的に受け入れるとともに、入学後の履修支援、学生生活支援等に力を注いでいる。

【改善を要する点】
　平成２１年度は３人の外国人留学生が在籍しているが、そのうち１人の学生の奨学金の獲得に失敗している。ＲＡでの雇用、授業料免除申請におけるバックアップ等を行っているが、より一層の経済的支援を実施する必要がある。
（３）基準２の自己評価概要

　本研究科では、憲章において、グローバル化時代を担う人材の質の向上に向けた教育の充実・改善、教育・研究成果に関する情報の公開、国際的な視野を身につける教育の推進を掲げ、ホームページによって広く社会に公表している。

　海外の教育研究機関との交流を推進するために、本研究科では、エジプトのカフ・エル・シェイク大学との部局間協定を締結する予定である。また、本研究科の日本人学生の国際性涵養を図るべく、海外における最先端な教育研究機関への海外派遣実習を実施している。

　留学生については、積極的に受け入れるとともに、入学後の履修支援、学生生活支援等に力を注いでいる。
Ｅ．組織
基準１　施設・設備

１－１　研究科において編成された教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され、有効に活用されていること。

１－２　研究科において編成された教育研究組織及び教育課程に応じて、図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備されていること。

（１）観点ごとの分析

観点１－１－１：　研究科において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備（例えば、校地、講義室、研究室、実験・実習室、演習室、情報処理学習のための施設、語学学習のための施設、図書館その他付属施設が考えられる。）が整備され、有効に活用されているか。また、施設・設備のバリアフリー化への配慮がなされているか。

【観点に係る状況】
　岐阜大学は、6,526,924㎡の土地面積を保有・借用し、附属病院以外の附属施設、寄宿舎及び職員宿舎用地の面積を除いて515,274㎡の校地面積を有しており、大学設置基準第37条の規定により算出される必要な面積82,543㎡を表E-1-1に示すとおり大幅に上回っている。校舎面積は273,132㎡（職員宿舎等を除く）であり、こちらも大学設置基準第37条の２で規定されている必要な面積139,416㎡を表E-1-1に示すとおり上回っている。学生一人あたりの校地面積は77.6㎡、校舎面積は41.1㎡で、学生の学習活動や課外活動にふさわしい面積を備えている。
　岐阜薬科大学は、89,181㎡の土地面積を保有・借用し、校地面積は39,926㎡である。これは、大学設置基準第37条の規定により算出される必要な面積7,320㎡を表E-1-1-2に示すとおり大幅に上回っている。校舎面積は19,327㎡（厚生補導施設等を除く）であり、こちらも大学設置基準第37条の２で規定されている必要な面積6,115㎡を表E-1-1-2に示すとおり上回っている。学生一人あたりの校地面積は77.6㎡、校舎面積は41.1㎡で、学生の学習活動や課外活動にふさわしい面積を備えている。各学部の校舎及び全学共通教育棟には、講義室、教員研究室、実験・実習室、演習室、パソコン実習室、語学実習室、事務室等、大学設置基準に準拠して整備を行い、教育研究活動に活用されている。

　図書館本館については、平日は９時～21時30分、土曜及び試験期間中の日曜・祝日は10時～18時の間利用できる。医学部図書館については、平日は８時30分～20時、土曜日は10時～18時の利用時間であるが、カードシステムの導入により、医学部の教育職員及び医学系研究科の学生は365日24時間の利用が可能である（別添資料9）。

　その他の教育研究施設として、体育施設（体育館、武道館、陸上競技場、野球場、ラグビー場、サッカー・ハンドボール・バスケットボール・バレー・テニスコート、水泳プール及び弓道・アーチェリー場）、全国共同利用施設である医学教育開発研究センター、学内共同教育研究支援施設（留学生センター、保険管理センター、産官学融合センター、生命科学総合研究支援センター及び総合情報メディアセンター）があり、学生の教育及び研究に携わっている。また、教育学部には附属小・中学校や特別支援教育センターが、医学部には附属病院が、応用生物科学部には岐阜フィールド科学教育研究センターや附属動物病院がある（別添資料10）。

　以上の施設・設備については、バリアフリー化（別添資料11）への配慮を行っている。

表E-1-1　大学設置基準に係る校地及び校舎の面積（岐阜大学）

（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く）

（平成21年度）

	地区
	区分
	土地面積(㎡)
	附属施設の土地面積(㎡)
	建物面積(㎡)
	校舎以外の施設(㎡)

	柳戸地区
	大学本部
	520,826
	農場・飼育場又は牧場
	86,502
	4,000
	
	

	
	教育学部
	
	演習林
	7,149
	18,726
	
	

	
	地域科学部
	
	家畜病院
	6,609
	3,640
	
	

	
	地域科学部・共通教育講義棟
	
	体育館
	8,676
	13,433
	
	

	
	医学部(看護学科)
	
	実験実習工場
	8,422
	3,695
	
	

	
	医学系総合研究棟
	
	寄宿舎
	12,770
	3,502
	
	

	
	工学部
	
	
	
	40,086
	
	

	
	工学系総合研究棟
	
	
	
	7,886
	
	

	
	応用生物科学部
	
	
	
	29,535
	
	

	
	大学院連合農学研究科
	
	
	
	2,301
	
	

	
	大学院連合獣医学研究科
	
	
	
	
	
	

	
	図書館
	
	
	
	7,192
	
	

	
	産官学融合センター
	
	
	
	2,353
	
	

	
	流域圏科学研究センター
	
	
	
	1,112
	
	

	
	生命科学総合研究支援センター
	
	
	
	2,843
	
	

	
	総合情報メディアセンター
	
	
	
	2,311
	
	

	
	留学生センター
	
	
	
	336
	
	

	
	バーチャルシステムラボラトリー
	
	
	
	1,550
	
	

	
	国際交流会館
	
	
	
	3,387
	寄宿舎
	3,387

	
	大学会館、第二食堂、柳戸会館
	
	
	
	6,465
	課外活動施設・厚生補導施設
	6,465

	
	体育・課外活動施設
	
	
	
	6,301
	体育館・課外活動施設
	6,301

	
	黒野寮
	
	
	
	5,045
	寄宿舎
	5,045

	
	ほほえみ保育園
	
	
	
	271
	教職員施設
	271

	
	廃水処理施設、中央機械室、中継ポンプ場、特高受変電室外
	
	
	
	1,847
	
	

	
	医学部・同附属病院

※( )内は病院のみ内数
	124,337
	
	
	100,235

(66,911)
	
	

	
	総合研究実験棟
	
	
	
	6,582
	
	

	
	医学部教育・福利棟
	
	
	
	3,774
	厚生補導施設
	583

	
	医学部記念会館
	
	
	
	928
	教職員施設
	928

	
	計
	645,163
	
	130,128
	279,336
	
	22,980

	長良地区
	教育学部附属小・中学校（圃場）
	1,821
	附属学校
	1,821
	
	
	

	
	学外合宿研修施設
	3,263
	寄宿舎
	3,263
	1,304
	課外活動施設
	1,304

	
	教育学部(地震観測所)
	148
	借用地
	148
	10
	
	

	
	計
	5,232
	
	5,232
	1,314
	
	1,304

	加納地区
	教育学部附属小・中学校
	30,608
	附属学校
	30,608
	13,311
	
	

	美濃加茂地区
	応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教育研究センター美濃加茂農場
	95,851
	飼育場又は牧場
	95,851
	1,602
	
	

	萩原町地区
	応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教育研究センター位山演習林
	5,541,263
	演習林
	5,541,263
	1,103
	
	

	高山地区
	流域圏科学研究センター高山試験地
	159,266
	借用地
	159,266
	750
	
	

	その他
	職員宿舎　外
	18,681
	職員宿舎
	18,442
	8,813
	宿舎
	8,813

	
	岐阜大学計
	
	
	5,980,790
	306,229
	
	33,097


表E-1-1-2　大学設置基準に係る校地及び校舎の面積（岐阜薬科大学）

（附属施設用地の面積を除く）

（平成21年度）

	施設名（所在地）
	土地面積(㎡)
	建物面積(㎡)
	校舎以外の施設(㎡)

	大学本館（岐阜市三田洞5-6-1）
	39,926.04
	10,598.18
	
	

	別館
	(大学敷地)
	1,656.63
	
	

	生物薬学研究所
	(大学敷地)
	3,161.73
	
	

	高圧反応室
	(大学敷地)
	28.98
	
	

	倉庫
	(大学敷地)
	178.20
	
	

	自転車置場
	(大学敷地)
	167.39
	厚生補導施設
	167.39

	危険物貯蔵庫
	(大学敷地)
	31.50
	
	

	体育部室
	(大学敷地)
	139.57
	体育館・課外活動施設
	139.57

	実験動物飼育舎
	(大学敷地)
	304.65
	
	

	倉庫
	(大学敷地)
	23.40
	
	

	車庫
	(大学敷地)
	28.00
	
	

	総量規制監視室
	(大学敷地)
	6.50
	
	

	教育総合センター（図書館含む）
	(大学敷地)
	2,595.66
	
	

	廃棄物集積小屋
	(大学敷地)
	6.30
	
	

	体育館
	(大学敷地)
	1,978.91
	体育館・課外活動施設
	1,978.91

	弓道場
	(大学敷地)
	187.40
	体育館・課外活動施設
	187.40

	学生駐車場（借地）
	(5,919.51)
	
	
	

	薬草園(岐阜市椿洞935)
	8,535.24
	72.00
	
	

	温室
	(薬草園敷地)
	91.00
	
	

	子の原川島記念演習園(高山市)
	33,912.00
	197.53
	
	

	附属薬局(岐阜市大学西1-108-3)
	(888.43)
	347.10
	
	

	計
	82,373.28
	21,800.63
	
	2,473.27

	(借地の計)
	(6,807.94)
	
	
	


表E-1-1-3　大学設置基準による校舎の面積

（平成21年度）

	学部等
	収容定員（人）
	別表第三ハ(複数の学部を置く大学)

別表第三イ(一個の学部のみ置く大学)
	面積(㎡)

	＜岐阜大学＞
	
	
	

	教育学部
	1,138
	
	5,123

	地域科学部
	460
	
	2,975

	医学部
	704
	
	18,250

	附属病院
	
	別表第三イ又はロで最大
	35,100

	医学系研究科（独立専攻）
	40
	
	12,650

	医学部（看護学関係）
	590
	
	3,140

	工学部
	2,668
	23,305+(23,305-20991)×4
	32,561

	工学研究科（独立専攻）
	103
	
	3,834

	応用生物科学部
	838
	
	11,570

	応用生物科学部（獣医学関係）
	170
	
	3,636

	連合獣医学研究科（独立専攻）
	65
	
	3,636

	連合農学研究科（独立専攻）
	48
	
	3,636

	連合創薬医療情報研究科（独立専攻）
	18
	
	3,305

	計
	6,842
	
	139,416

	＜岐阜薬科大学＞
	732
	
	6,115

	計
	732
	
	6,115

	＜備考＞

　・岐阜大学

　　①　大学設置基準第３７条の２により算出した必要な面積＝139,416㎡

　　②　大学設置基準に対する岐阜大学の校舎の面積＝273,132㎡

　　　　＜表E-1-1から＞校舎面積306,229㎡―校舎以外の施設面積33,097㎡

　・岐阜薬科大学

　　①　大学設置基準第３７条の２により算出した必要な面積＝6,115㎡

　　②　大学設置基準に対する岐阜大学の校舎の面積＝19,327㎡(小数点以下四捨五入)

　　　　＜表E-1-1から＞校舎面積21,800.63㎡―校舎以外の施設面積2,473.27㎡


　本研究科は、主に、岐阜大学工学部、医学部、岐阜薬科大学の教員から組織される連合大学院のため、指導を行う教員はそれら各部局に研究室を持っている。よって、学生はそれら各部局での教育・研究指導を受ける体制を取っている状況であるのだが、平成22年４月より、岐阜薬科大学新学舎８Ｆに本研究科のフロアーが誕生することとなっている。本研究科に所属する４人の教員及びその指導学生が、そのフロアーにおいて教育・研究を実施するとともに、授業の開講等については、常時、演習室、情報系演習室等を使用できる状況となる。８Ｆフロアーの面積、室名等は下記表E-1-1-4で、図面は別添資料12のとおりである。

表E-1-1-4　連合創薬医療情報研究科（岐阜薬科大学連携スペース８Ｆ）の面積・室名等

	室　名
	室面積(㎡)

	ＤＮＡ実験室
	38.95

	前室（ＤＮＡ実験室）
	14.42

	実験室（生物系）
	134.57

	実験室（化学、天然系）
	176.35

	情報系研究開発室
	63.84

	情報系演習室
	51.09

	薬品庫
	13.21

	教授室１
	25.44

	教授室２
	23.75

	院生居室１
	42.77

	院生居室２
	42.77

	教授室３
	24.00

	教授室４
	24.88

	ゼミ室１
	24.86

	ゼミ室２
	24.00

	資料室
	24.22

	サーバー室
	16.67

	講師控室
	22.50

	更衣室（女）
	11.34

	更衣室（男）
	12.00

	連合創薬係（事務室）
	48.09

	応接室
	24.00

	連合創薬医療情報研究科長室
	24.60

	準備室
	24.16

	演習室
	48.32

	演習室
	90.27

	小　　計
	1071.07

	廊下
	349.46

	階段
	117.69

	ＷＣ
	52.19

	その他
	23.05

	合　　計
	1613.46


【分析結果とその根拠理由】
　本研究科の教育・研究指導は、主に、岐阜大学工学部、医学部、岐阜薬科大学の施設において実施されてきたのであるが、平成２２年度より、研究科専用の施設が完成することにより、より最先端な教育・研究環境を構築することが可能となった。既存の施設を使用する学生と新学舎を使用する学生の２つの環境による教育・研究体制を取ることとなることにより、本研究科の特色である「医学」「工学」「薬学」の横断的連携体制を強化できるものと信じている。

観点１－２－１：　図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が整備され、有効に活用されているか。

【観点に係る状況】
　岐阜大学及び岐阜薬科大学の図書・設備の状況は下記表E-1-2-1のとおりである。平成21年５月１日現在で、岐阜大学には図書館本館及び医学部図書館の２つの図書館があり、岐阜薬科大学の図書館とあわせて計３つの図書館を学生は利用している。

表E-1-2-1　図書・設備の状況（平成21年５月１日現在）
	
	図　書

【うち外国書】

冊
	学術雑誌

【うち外国書】
	
	視聴覚資料

点

	
	
	種
	電子ｼﾞｬｰﾅﾙ

【うち外国書】
	

	岐阜大学
	887,109【293,760】
	16,263【5,658】
	5,496【4,806】
	3,984

	岐阜薬科大学
	69,498【31,691】
	315【69】
	31【31】
	374

	
	面積
	閲覧座席数
	収納可能冊数

	図書館（岐阜大学）
	8,417㎡
	661席
	71万冊

	図書館（岐阜薬科大学）
	890㎡
	90席
	7.3万冊


【分析結果とその根拠理由】
　両大学の３つの図書館に、教育研究上必要な図書、学術雑誌、視聴覚資料が整備され、相互に利用できるという経済的メリットも生んでいる。契約している電子ジャーナルには、学内よりインターネットによりアクセスし、資料のダウンロードが可能で、利便性が高くなっている。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

　岐阜大学の各部局及び岐阜薬科大学が融合した連合大学院という状況の中で、研究科自体の教育・研究スペースを平成２２年度から確保しており、さらに、各セクションが横断的かつ相互補完的に施設・設備を利活用する環境を継続するという面で、合理的かつ経済的な教育・研究環境を実現しつつある。
【改善を要する点】
　本研究科専用の教育・研究スペースである岐阜薬科大学新学舎８Ｆの利用方法について、本研究科以外の学生等の使用を促し、より幅広い研究分野の学生が同じ実験室等で教育・研究を行うという相互補完的合理性を高める必要がある。

（３）基準１の自己評価の概要

　岐阜大学、岐阜薬科大学ともに、校舎面積及び建物面積において大学設置基準の規定により算出される必要な面積を大幅にクリアしており、教育・研究に必要な施設・設備及び図書等を整備している。
図書館本館については、平日は９時～21時30分、土曜及び試験期間中の日曜・祝日は10時～18時の間利用できる。医学部図書館については、平日は８時30分～20時、土曜日は10時～18時の利用時間であるが、カードシステムの導入により、医学部の教育職員及び医学系研究科の学生は365日24時間の利用が可能である。

本研究科は、主に、岐阜大学工学部、医学部、岐阜薬科大学の教員から組織される連合大学院のため、教育・研究指導はそれら各部局等で行われている。そうした相互補完的環境だけではなく、平成22年度からは、岐阜薬科大学新学舎８Ｆに本研究科のフロアーが誕生することとなっており、より教育・研究を推進する施設・設備環境の充実を図っている。

基準２　財務

２－１　研究科の目的を達成するために、教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行できるだけの財務基盤を有していること。

２－２　研究科の目的を達成するための活動の財務上の基盤として、適切な収支に係る計画等が策定され、履行されていること。

（１）観点ごとの分析

観点２－１－１：　研究科の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための収入確保のため、外部資金の導入につき、どのような取組を行っているか。

【観点に係る状況】
　本研究科の目的に沿った教育、研究、国際交流及び社会連携の活動を遂行するために、種々の事業・企画を申請し、採択されることにより、研究科の教育研究活動を支えている。採択されたもので本研究科に関係するものを以下に示す。

１．教育関係

　１）戦略的大学連携支援事業の採択

　　　プログラム名称「国際的視点に立つ創薬研究者養成のための実践的な教育研究システム」

　　　　・平成20年度、総事業費：68,620千円

　　　　・平成21年度、総事業費：72,002千円

　２）文部科学省・特別教育研究経費（教育改革）の採択

　　　事業名「創薬・医療情報統合データバンクを活用した高度医療専門職の育成」

　　　　・平成20年度、総事業費：68,800千円

　　　　・平成21年度、総事業費：51,700千円

２．研究関係
　１）経済産業省・平成19年度サービス産業人材育成事業の採択

　　　プロジェクト名「病院業務マネジメントに関するケーススタディ教材開発プロジェクト」

　　　　・平成19年度、総事業費：2,377千円

　２）産学共同シーズイノベーション化事業（顕在化ステージ）の採択

　　　課題名「マイクロRNAを用いた制がん戦略：大腸癌におけるmicroRNA-143と145の

　　　　　　　発癌への関与と治療への応用」

　　　　・平成19年度、総事業費：1,000千円

　　　　・平成20年度、総事業費：1,000千円

　３）キーテクノロジー研究開発の推進（ナノテク融合、社会のニーズを踏まえたライフサイエンス、

　　　次世代ＩＴ）の採択

　　　課題名「核酸・ペプチド・糖のケミカルバイオロジーを基盤とした創薬分子イメージング」

　　　　　　（化学修飾2-5Aプローブの開発と標識化検討及びセレクチンの人工リガンド糖質プローブ

　　　　　　　の開発と標識化）

　　　　・平成19年度、総事業費：11,440,000円

　　　　・平成20年度、総事業費：11,440,000円

　　　　・平成21年度、総事業費： 8,580,000円

　本研究科の専任教員数22人（平成21年４月１日現在）のうち、21人の教員については、岐阜大学工学部、医学部等及び岐阜薬科大学に本籍を置いている。よって、その２１人の科学研究費補助金（科研費）の採択については、その各部局で行っている。22人の専任教員のうち、１人の教員のみ本研究科に本籍を置いており、科学研究費補助金（科研費）の獲得に成功している。

【分析結果とその根拠理由】
　本研究科は、岐阜大学工学部、医学部等の各部局及び岐阜薬科大学に本籍を置く教員からなる連合大学院であり、外部資金の獲得については、その各部署において採択されているものがほとんどであるが、本研究科の教育・研究に資するべき外部資金については、積極的に申請し、採択されてきている状況である。特に、教育関係での戦略的大学連携支援事業（プログラム名称「国際的視点に立つ創薬研究者養成のための実践的な教育研究システム」）については、工学研究科博士前期課程（修士課程）生命工学専攻から本研究科への繋がりを形成し、博士課程の入口の段階において、修学目的が明確であり、研究推進に必要な高い基礎学力を有する優秀な人材を持続的に確保する目的の事業であり、博士課程教育における全く新しいモデルケースを構築する狙いを秘めたものである。

　また、文部科学省・特別教育研究経費（教育改革）（事業名「創薬・医療情報統合データバンクを活用した高度医療専門職の育成」）については、社会的ニーズの高い安全・安心な医療の提供や個別化医療の実践、創薬研究に貢献できる高度医療専門職の人材養成を目的とした事業であり、全く新しい視点かつ高いレベルで教育改革を行っていると自負している。

観点２－２－１：　研究科の目的を達成するため、教育研究活動に対し、適切な資源配分が行われているか。

【観点に係る状況】
　大学から本研究科へ配分される予算を、教育経費、研究経費、一般管理費、人件費に配分している。平成19年度及び平成20年度の配分を表E-2-2-1に示す。

表E-2-2-1　連合創薬医療情報研究科予算配分（単位：千円）
	費　目
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	教育経費
	9,958
	12,518
	11,950

	研究経費
	1,036
	15,193
	9,288

	一般管理費
	8,530
	5,506
	65,982

	人件費
	1,724
	3,446
	4,171

	合　計
	21,248
	36,663
	91,391


　平成19年度は本研究科の設置年度であり、事務機器等の設備・備品の充実等及び学生のための教育経費に対して重点的に予算を充当した。平成20年度からは、戦略的大学連携支援事業、各種受託研究等の予算がついたこと、文部科学省・特別教育研究経費（教育改革）の採択及び学内における競争的資金の獲得というように大幅に事業規模が拡大したことにより、非常勤職員の採用等を含め予算の大幅な増額へと繋がった。平成21年度については、前年の事業規模を維持しつつも、新たに岐阜薬科大学新学舎へ本研究科のフロアーが移転することに伴い、移転用経費として6,100万円の一般管理費が充当され、第二期中期目標・中期計画へ向けた教育・研究のための土台を構築している状況である。

そうした状況において、学生数の増員に対する教育経費及び非常勤職員、技術補佐員、RA等のための人件費への予算配分を拡充することで、教育・研究に直接必要となる費目への投資を充実した。教員の研究経費については、外部資金の獲得に成功していることから、予算を減額した。一般管理費についても、節約する観点から、予算を減額し、真に必要な移転経費に充てることとしている。

【分析結果とその根拠理由】
　大学全体に対する予算配分額が減少している昨今の状況下で、本研究科では、教育関連のGPや概算要求の獲得により、教育に必要な設備・備品を購入し、研究経費に関しては、受託研究、科研費等でまかなうことで、教育研究のための有効な資源配分を行っている。一般管理費については、節約を徹底することで、学舎移転等に対する真に必要な部分への予算執行を行っている。以上のことより、教育研究目的達成のための適切な資源配分がなされていると判断する。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

　教育関連の外部資金として、戦略的大学連携支援事業及び文部科学省・特別教育研究経費（教育改革）を獲得し、本研究科独自の教育を展開してきた点が特に優れていると判断する。
【改善を要する点】
　運営費交付金の削減により、研究費のほとんど及び高額な設備の購入については、外部資金に頼らざるを得ない状況となっている。外部資金を戦略的に獲得する組織的な対策、環境づくりが必要である。

（３）基準２の自己評価の概要

教育関係の外部資金としては、戦略的大学連携支援事業及び文部科学省・特別教育研究経費（教育改革）を獲得し、研究関係では、経済産業省・平成19年度サービス産業人材育成事業、産学共同シーズイノベーション化事業（顕在化ステージ）キーテクノロジー研究開発の推進（ナノテク融合、社会のニーズを踏まえたライフサイエンス、次世代IT）に採択されてきている。

本研究科の専任教員数２２人（平成21年４月１日現在）のうち、21人の教員については、岐阜大学工学部、医学部等及び岐阜薬科大学に本籍を置いている。よって、その21人の科学研究費補助金（科研費）の採択については、その各部局で行っている。22人の専任教員のうち、１人の教員のみ本研究科に本籍を置いており、科学研究費補助金（科研費）の獲得に成功している。

大学全体に対する予算配分額が減少している昨今の状況下で、本研究科では、教育関連のＧＰや概算要求の獲得により、教育に必要な設備・備品を購入し、研究経費に関しては、受託研究、科研費等でまかなうことで、教育研究のための有効な資源配分を行っている。一般管理費については、節約を徹底することで、学舎移転等に対する真に必要な部分への予算執行を行っている。

基準３　管理運営

３－１　研究科の目的を達成するために必要な管理運営体制及び事務組織が整備され、機能していること。

３－２　管理運営に関する方針が明確に定められ、それらに基づく規程が整備され、各構成員の責務と権限が明確に示されていること。

（１）観点ごとの分析

観点３－１－１：　管理運営のための事務組織及びその他の組織が、研究科の目的の達成に向けて支援するという任務を果たす上で、適切な規模と機能を持っているか。また、必要な職員が配置されているか。

【観点に係る状況】
　本研究科の事務組織は、開設年度である平成19年度から拡大してきている。

　＜平成19年度＞

　事務長　－　事務長補佐　－　事務職員（常勤２人）

　＜平成20年度＞

　事務長　－　事務長補佐　－　事務職員（常勤２人、非常勤２人）

　＜平成21年度＞

　　　　　　　　　　　　　　　　事務職員（常勤２人、非常勤２人）

　事務長　－　事務長補佐　

　　　　　　　　　　　　　　　　技術補佐員（非常勤１人）

　平成20年度からは、戦略的大学連携支援事業等の外部資金の獲得があり、事務部及び教育現場の業務量が飛躍的に増大したため、非常勤職員を採用した。事務職員のうち、常勤職員２人については、１人は係長として総括業務を、もう１人については、教務・入試・学生関係・庶務系の業務を担当させている。また、会計伝票入力等については、非常勤職員に担当させ、業務内容に応じてその役割を考慮している。

【分析結果とその根拠理由】
　昨今の常勤職員削減の状況下で、非常勤職員を採用することで事業規模の拡大に対応してきている状況である。今後、常勤職員数については、今後もこの時流が続くことを考慮し、ある一定の責任を負った業務の遂行を非常勤職員に託している。また、教育現場においては、平成21年度より、実験・実習を含んだ特殊な授業を新たに８科目開設したこと等により、実験準備等を行う技術補佐員を採用し、その業務量の増加に対応している。

観点３－１－２：　研究科の目的を達成するために、部局長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となっているか。

【観点に係る状況】
　開設当初の平成19年度から平成20年６月までは、研究科委員会審議事項を精査し、その一部を代議員会に委任する体制を採ってきたが、平成20年度より、本研究科の事業規模が拡大したこと並びに様々な研究フィールドが融合した連携大学院という中で、各教員がより密接に事業内容を把握・共有するために、緊急を要しない場合においては研究科委員会を毎月開催することとした。

　研究科委員会の下部組織として教務厚生委員会、専攻総務委員会、入学試験委員会及び各種小委員会を設置し、意思決定に至るまでのプロセスを組織立てている。

　また、平成21年度からはより合理的かつ効果的な組織運営を遂行するために、研究科長補佐を置き、より幅広く手厚い体制を採っている。

【分析結果とその根拠理由】
　研究科長のリーダーシップの下に一丸となって組織運営が遂行される体制を築いている。このことにより、一部の教員にロードが集中する傾向を防いでいる。

観点３－２－１：　管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、研究科内の諸規程が整備されるとともに、管理運営に関わる委員会等の責務と権限が文書として明確に示されているか。

【観点に係る状況】
　管理運営に係る方針や所掌事項が規程等により明文化されているものは、以下のとおりである。

（別添資料9）

　　・岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科運営組織規程

　　・岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科委員会規程

　　・岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科代議委員会細則

　　・岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科長補佐に関する内規

　　・岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科教務厚生委員会内規

　　・岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科専攻総務委員会内規

　　・岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科入学試験委員会内規

【分析結果とその根拠理由】
　上記に示した規程等により、管理運営に関わる委員会等の権限と責務を明確にしている。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

　平成20年度より、戦略的大学連携支援事業等の外部資金の獲得があり、事務部及び教育現場の業務量が飛躍的に増大したため、非常勤職員を採用することでルーチン業務を合理化し、複雑化した業務を常勤職員で遂行することを可能とした。
【改善を要する点】
　本研究科は連合大学院であり、教員及び学生が各部局及び岐阜薬科大学に散在しているため、電子メール、ホームページ等の連絡手段を駆使してきたが、実際は両者が行き来することが多い現状を改善する必要がある。

（３）基準３の自己評価の概要

昨今の常勤職員削減の状況下で、非常勤職員を採用することで事業規模の拡大に対応してきている状況である。今後、常勤職員数については、今後もこの時流が続くことを考慮し、ある一定の責任を負った業務の遂行を非常勤職員に託している。また、教育現場においては、平成21年度より、実験・実習を含んだ特殊な授業を新たに８科目開設したこと等により、実験準備等を行う技術補佐員を採用し、その業務量の増加に対応している。

また、研究科長のリーダーシップの下に一丸となって組織運営が遂行される体制を築いている。このことにより、一部の教員にロードが集中する傾向を防いでいる。

管理運営に関わる委員会等の権限と責務については、規程等によって明確にしている。
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※募集人員には、社会人及び外国人留学生を若干人含む。





基礎必修科目 


　・創薬医療情報ﾄﾋﾟｯｸｽ　　


　・臨床ﾃﾞｰﾀﾏｲﾆﾝｸﾞ演習


　・学外実習








・臨床ﾃﾞｰﾀﾏｲﾆﾝｸﾞ概論


・社会・生命倫理学概論


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　5科目








・臨床試験概論


・研究と知的財産


・生命科学と動物愛護


・人獣感染症学


・生活習慣病と予防医学


・医療情報解析学概論（医療情報学専攻）


計　18科目





・薬物送達制御学


・医薬経済学　　　　　　　　　　　　　　


・分子病態医学概論


・医用工学概論


・応用糖鎖工学（創薬科学専攻）


・蛋白質機能開発工学（創薬科学専攻）


・医薬統計学概論（医療情報学専攻）








基礎選択科目 


・基礎技術１（細胞培養技術）


・基礎技術２（免疫組織化学）


・ﾌﾟﾛｾｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ概論


・細胞ｼｸﾞﾅﾙ制御学概論


・新薬論


・微生物ｹﾞﾉﾑｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ


・ﾌｧｰﾏｺｹﾞﾉﾐｸｽ
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